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(57)【要約】
【課題】広範囲の視野角において高いコントラストの画
像を表示可能であり、且つカラーシフトが軽減された液
晶表示装置の提供。
【解決手段】透過軸が互いに直交に配置された第１及び
第２の偏光子（１１，１２）と、該一対の偏光子の間に
配置された、黒表示時に略垂直配向となる液晶層（１３
）と、第１の光学異方性層（１４）と、第２の光学異方
性層（１５）とを有する液晶表示装置であって、第１の
光学異方性層（１４）が、波長４００ｎｍ～７００ｎｍ
における面内レターデーション（Ｒｅ）及び厚み方向の
レターデーション（Ｒｔｈ）が長波長ほど大きい性質を
有する、光学的に二軸性の光学異方性層であり、第２の
光学異方性層（１５）の波長５５０ｎｍにおける面内レ
ターデーションＲｅ（５５０）及び同波長における厚み
方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が、０ｎｍ＜
｜Ｒｅ（５５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒｔｈ（５５０）
｜／｜Ｒｅ（５５０）｜＞１０を満たすことを特徴とす
る液晶表示装置である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
透過軸が互いに直交に配置された第１及び第２の偏光子と、該第１及び第２の偏光子の間
に配置された、黒表示時に略垂直配向となる液晶層と、第１の光学異方性層と、第２の光
学異方性層とを有する液晶表示装置であって、
　第１の光学異方性層が、波長４００ｎｍ～７００ｎｍにおける面内レターデーション（
Ｒｅ）及び厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が長波長ほど大きい性質を有する、光
学的に二軸性の光学異方性層であり、
　第２の光学異方性層の波長５５０ｎｍにおける面内レターデーションＲｅ（５５０）及
び同波長における厚み方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が、０ｎｍ＜｜Ｒｅ（５
５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒｔｈ（５５０）｜／｜Ｒｅ（５５０）｜＞１０を満たす、
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
第１の光学異方性層のＮｚ（Ｎｚ＝Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）＋０．５）値が、
０．５～１０であることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
第１の光学異方性層のＮｚ値が、１．１～５であることを特徴とする請求項１に記載の液
晶表示装置。
【請求項４】
第１の光学異方性層が、Ｒｅ（５５０）＞２０ｎｍを満たすことを特徴とする請求項１～
３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
第１の光学異方性層が、下記式（１）～（３）を満たすことを特徴とする請求項１～４の
いずれか１項に記載の液晶表示装置：
　式（１）　-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) <-2.5×Re(550)+500
　式（２）　-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450
　式（３）　-2.5×Re(630)+350 <Rth(630) <-2.5×Re(630)+550  。
【請求項６】
第１の光学異方性層が下記３つの式の全てを満たすことを特徴とする請求項１に記載の液
晶表示装置：
　　Re(550) >20nm
　　0.5 <Nz <10
　　-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) < -2.5×Re(550)+500
　式中、Re(λ)及びRth(λ)はそれぞれ、波長λｎｍの光を入射させて測定した面内レタ
ーデーション及び厚み方向のレターデーション（単位：ｎｍ）であり、Nz=Rth(550)/Re(5
50)+0.5とする。
【請求項７】
第１の光学異方性層が、さらに下記式を満たすことを特徴とする請求項６に記載の液晶表
示装置：
　　-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450  。
【請求項８】
第１の光学異方性層が、さらに下記式を満たすことを特徴とする請求項５又は６に記載の
液晶表示装置：
　　-2.5×Re(630)+350 <Rth(630) <-2.5×Re(630)+550  。
【請求項９】
第１の光学異方性層が、下記式（６）～（９）をさらに満たすことを特徴とする請求項１
～８のいずれか１項に記載の液晶表示装置：
　式（６）　0.60 ≦Re(450)/Re(550)≦ 1
　式（７）　1 ≦Re(630)/Re(550)≦ 1.25
　式（８）　0.60 ≦Rth(450)/Rth(550)≦ 1
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　式（９）　1 ≦Rth(630)/Rth(550)≦ 1.25  。
【請求項１０】
第１の光学異方性層が、セルロースアシレートフィルムからなることを特徴とする請求項
１～９のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
前記セルロースアシレートフィルムが、Ｒｅ発現剤を少なくとも含有することを特徴とす
る請求項１０に記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
前記Ｒｅ発現剤が、下記一般式（Ａ）で表される化合物の少なくとも一種を含有すること
を特徴とする請求項１１に記載の液晶表示装置：
【化１】

　式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表し；Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からなる
群から選ばれる基を表し；Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は各々独立に置換基を表し；Ｘは第１４～１
６族の非金属原子を表し（ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合してもよい）；ｎは
０～２までのいずれかの整数を表す。
【請求項１３】
前記Ｒｅ発現剤として、互いに異なる二種以上の化合物を含むことを特徴とする請求項１
１又は１２に記載の液晶表示装置。
【請求項１４】
前記Ｒｅ発現剤として、請求項１２中の式（Ａ）で表される化合物及び下記式（ａ）で表
される棒状化合物をそれぞれ少なくとも一種含むことを特徴とする請求項１２又は１３に
記載の液晶表示装置。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2

　上記一般式（ａ）において、Ａｒ1及びＡｒ2はそれぞれ独立に、芳香族基であり；Ｌ12

及びＬ13はそれぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基であり；Ｘは、１，４－シ
クロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。
【請求項１５】
第１の光学異方性層の厚みが、３０～２００μｍであることを特徴とする請求項１～１４
のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１６】
第２の光学異方性層が、下記式（４）を満たすことを特徴とする請求項１～１５のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置：
　式（４）　Ｒｔｈ（６３０）－Ｒｔｈ（４５０）　≦０　。
【請求項１７】
第２の光学異方性層が、下記式（５）を満たすことを特徴とする請求項１～１５のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置：
　式（５）　Ｒｔｈ（６３０）－Ｒｔｈ（４５０）　＞０　。
【請求項１８】
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第２の光学異方性層が、セルロースアシレートフィルムからなる又は含むことを特徴とす
る請求項１～１７のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１９】
セルロースアシレートフィルムが、Ｒｔｈ発現剤を少なくとも含有することを特徴とする
請求項１８に記載の液晶表示装置。
【請求項２０】
前記Ｒｔｈ発現剤が、２５０ｎｍ～３８０ｎｍに吸収極大がある化合物の少なくとも一種
を含有することを特徴とする請求項１９に記載の液晶表示装置。
【請求項２１】
第２の光学異方性層が、液晶組成物から形成された層からなる又は含むことを特徴とする
請求項１～１８のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項２２】
第２の光学異方性層の厚みが、３０～２００μｍであることを特徴とする請求項１～２１
のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項２３】
第１及び／又は第２の偏光子の外側の面に、透湿度が３００ｇ／（ｍ2・ｄａｙ）以下で
ある保護フィルムを有することを特徴とする請求項１～２２のいずれか１項に記載の液晶
表示装置。
【請求項２４】
前記保護フィルムが、ノルボルネン系ポリマーフィルムからなることを特徴とする請求項
２３に記載の液晶表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、視野角特性が改善された液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、低電圧・低消費電力で小型化・薄膜化が可能など様々な利点からパー
ソナルコンピューターや携帯機器のモニター、テレビ用途に広く利用されている。このよ
うな液晶表示装置は液晶セル内の液晶分子の配列状態により様々なモードが提案されてい
るが、従来は液晶セルの下側基板から上側基板に向かって約９０°捩れた配列状態になる
ＴＮモードが主流であった。
　一般に液晶表示装置は液晶セル、光学補償シート、及び偏光子から構成される。光学補
償シートは画像着色を解消したり、視野角を拡大するために用いられており、延伸した複
屈折フィルムや透明フィルムに液晶を塗布したフィルムが使用されている。例えば、ディ
スコティック液晶をトリアセチルセルロースフィルム上に塗布し配向させて固定化して作
製した光学補償シートをＴＮモードの液晶セルに適用し、視野角を広げる技術が開示され
ている。しかしながら、大画面で様々な角度から観察されることが想定されるテレビ用途
の液晶表示装置は視野角依存性に対する要求が厳しく、前述のような手法をもってしても
要求を満足することはできていない。そのため、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃ
ｈｉｎｇ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ　Ｂｅｎｄ
）モード、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）モードなど、ＴＮモードとは
異なる液晶表示装置が研究されている。特にＶＡモードはコントラストが高く、比較的製
造の歩留まりが高いことからＴＶ用の液晶表示装置として着目されている。
【０００３】
　しかし、ＶＡモードでは、パネル法線方向においてはほぼ完全な黒色表示ができるもの
の、斜め方向からパネルを観察すると光漏れが発生し、視野角が狭くなるという問題があ
った。この問題を解決するためにフィルムの３次元方向の屈折率がいずれも異なる、光学
的に二軸の位相差板を用いることによりＶＡモードの視野角特性を改善することが提案さ
れている（例えば特許文献１）。
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　しかし、上記の方法はある波長域（例えば５５０ｎｍ付近の緑光）に対して光漏れを低
減しているのみであり、それ以外の波長域（例えば４５０ｎｍ付近の青光、６５０ｎｍ付
近の赤光）に対する光漏れは考慮していない。このため例えば黒表示をして斜めから観察
すると、青色や赤色に着色するいわゆるカラーシフト（以下、「色味付き」という場合も
ある）の問題があった。
　カラーシフトの問題を解決する手段として特定の波長分散性を示す２枚の位相差フィル
ムを用いる方法が提案されている（特許文献２）。
【特許文献１】特開２００３－３４４８５６号公報
【特許文献２】特許第３６４８２４０号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、近年の高い表示品位の要求を満たすべく、前記課題についてさらなる性能向上
が求められている。
　本発明はこのような事情に鑑みなされたもので、広範囲の視野角において高いコントラ
ストの画像を表示可能であり、且つカラーシフト（斜め方向から見た際の色味変化）が軽
減された液晶表示装置、特にＶＡモードの液晶表示装置、を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　前記課題を解決するため手段は以下の通りである。
［１］　透過軸が互いに直交に配置された第１及び第２の偏光子と、該一対の偏光子の間
に配置された、黒表示時に略垂直配向となる液晶層と、第１の光学異方性層と、第２の光
学異方性層とを有する液晶表示装置であって、
　第１の光学異方性層が、波長４００ｎｍ～７００ｎｍにおける面内レターデーション（
Ｒｅ）及び厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が長波長ほど大きい性質を有する、光
学的に二軸性の光学異方性層であり、
　第２の光学異方性層の波長５５０ｎｍにおける面内レターデーションＲｅ（５５０）及
び同波長における厚み方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が、０ｎｍ＜｜Ｒｅ（５
５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒｔｈ（５５０）｜／｜Ｒｅ（５５０）｜＞１０を満たす、
ことを特徴とする液晶表示装置。
［２］　第１の光学異方性層のＮｚ（Ｎｚ＝Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）＋０．５
）値が、０．５～１０であることを特徴とする［１］の液晶表示装置。
［３］　第１の光学異方性層のＮｚ値が、１．１～５であることを特徴とする［１］の液
晶表示装置。
［４］　第１の光学異方性層が、Ｒｅ（５５０）＞２０ｎｍを満たすことを特徴とする［
１］～［３］のいずれかの液晶表示装置。
［５］　第１の光学異方性層が、下記式（１）～（３）を満たすことを特徴とする［１］
～［４］のいずれかの液晶表示装置：
　式（１）　-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) <-2.5×Re(550)+500
　式（２）　-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450
　式（３）　-2.5×Re(630)+350 <Rth(630) <-2.5×Re(630)+550  。
［６］　第１の光学異方性層が下記３つの式の全てを満たすことを特徴とする［１］の液
晶表示装置：
　　Re(550) >20nm
　　0.5 <Nz <10
　　-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) < -2.5×Re(550)+500
　式中、Re(λ)及びRth(λ)はそれぞれ、波長λｎｍの光を入射させて測定した面内レタ
ーデーション及び厚み方向のレターデーション（単位：ｎｍ）であり、Nz=Rth(550)/Re(5
50)+0.5とする。
［７］　第１の光学異方性層が、さらに下記式を満たすことを特徴とする［６］の液晶表
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示装置：
　　-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450  。
［８］　第１の光学異方性層が、さらに下記式を満たすことを特徴とする［５］又は［６
］の液晶表示装置：
　　-2.5×Re(630)+350 <Rth(630) <-2.5×Re(630)+550  。
［９］　第１の光学異方性層が、下記式（６）～（９）をさらに満たすことを特徴とする
［１］～［８］のいずれかの液晶表示装置：
　式（６）　0.60 ≦Re(450)/Re(550)≦ 1
　式（７）　1 ≦Re(630)/Re(550)≦ 1.25
　式（８）　0.60 ≦Rth(450)/Rth(550)≦ 1
　式（９）　1 ≦Rth(630)/Rth(550)≦ 1.25  。
［１０］　第１の光学異方性層が、セルロースアシレートフィルムからなることを特徴と
する［１］～［９］のいずれかの液晶表示装置。
［１１］　前記セルロースアシレートフィルムが、Ｒｅ発現剤を少なくとも含有すること
を特徴とする［１０］の液晶表示装置。
【０００６】
［１２］　前記Ｒｅ発現剤が、下記一般式（Ａ）で表される化合物の少なくとも一種を含
有することを特徴とする［１１］の液晶表示装置：
【化１】

　式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表し；Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からなる
群から選ばれる基を表し；Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は各々独立に置換基を表し；Ｘは第１４～１
６族の非金属原子を表し（ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合してもよい）；ｎは
０～２までのいずれかの整数を表す。
【０００７】
［１３］　前記Ｒｅ発現剤として、互いに異なる二種以上の化合物を含むことを特徴とす
る［１１］又は［１２］の液晶表示装置。
［１４］　前記Ｒｅ発現剤として、前記式（Ａ）で表される化合物及び下記式（ａ）で表
される棒状化合物をそれぞれ少なくとも一種含有することを特徴とする［１２］又は［１
３］の液晶表示装置。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2

　上記一般式（ａ）において、Ａｒ1及びＡｒ2はそれぞれ独立に、芳香族基であり；Ｌ12

及びＬ13はそれぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基であり；Ｘは、１，４－シ
クロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。
［１５］　第１の光学異方性層の厚みが、３０～２００μｍであることを特徴とする［１
］～［１４］のいずれかの液晶表示装置。
［１６］　第２の光学異方性層が、下記式（４）を満たすことを特徴とする［１］～［１
５］のいずれかの液晶表示装置：
　式（４）　Ｒｔｈ（６３０）－Ｒｔｈ（４５０）　≦０　。
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［１７］　第２の光学異方性層が、下記式（５）を満たすことを特徴とする［１］～［１
５］のいずれかの液晶表示装置：
　式（５）　Ｒｔｈ（６３０）－Ｒｔｈ（４５０）　＞０　。
［１８］　第２の光学異方性層が、セルロースアシレートフィルムからなる又は含むこと
を特徴とする［１］～［１７］のいずれかの液晶表示装置。
［１９］　セルロースアシレートフィルムが、Ｒｔｈ発現剤を少なくとも含有することを
特徴とする［１８］の液晶表示装置。
［２０］　前記Ｒｔｈ発現剤が、２５０ｎｍ～３８０ｎｍに吸収極大がある化合物の少な
くとも一種を含有することを特徴とする［１９］の液晶表示装置。
［２１］　第２の光学異方性層が、液晶組成物から形成された層からなる又は含むことを
特徴とする［１］～［１７］のいずれかの液晶表示装置。
［２２］　第２の光学異方性層の厚みが、３０～２００μｍであることを特徴とする［１
］～［２１］のいずれかの液晶表示装置。
［２３］　第１及び／又は第２の偏光子の外側の面に、透湿度が３００ｇ／（ｍ2・ｄａ
ｙ）以下である保護フィルムを有することを特徴とする［１］～［２２］のいずれかの液
晶表示装置。
［２４］　前記保護フィルムが、ノルボルネン系ポリマーフィルムからなることを特徴と
する［２３］の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、広範囲の視野角において高いコントラストの画像を表示可能であり、
且つカラーシフト（斜め方向から見た際の色味変化）が軽減された液晶表示装置、特にＶ
Ａモードの液晶表示装置、を提供することができる。
【発明の実施の形態】
【０００９】
　以下、本発明について説明する。なお、本明細書において「～」とはその前後に記載さ
れる数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。また実質的に直交もしくは平
行とは、厳密な角度±１０°の範囲を意味する。
　また、本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は各々、波長λにおける面内のレ
ターデーション（ｎｍ）及び厚さ方向のレターデーション（ｎｍ）を表す。Ｒｅ（λ）は
ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフ
ィルム法線方向に入射させて測定される。
【００１０】
　測定されるフィルムが１軸又は２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、以
下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意
の方向を回転軸とする）、フィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度
ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、そ
の測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にＫＯ
ＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷ
Ｒが算出する。
　尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の方
向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値と
平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（２１）及び式（２２）より
Ｒｔｈを算出することもできる。
【００１１】
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【数１】

　式中、上記のＲｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション
値をあらわす。
　また式中、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに
直交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表し、ｄは
膜厚を表す。
【００１２】
　測定されるフィルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λ）は
算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－５０度から＋５
０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１点
測定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値
を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は　ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することができる
。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる。主
な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：
　セルロースアシレート（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカ
ーボネート（１．５９）、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．
５９）である。これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１Ａ
ＤＨ又はＷＲはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する。この算出されたｎｘ、ｎｙ、ｎｚよりＮｚ
＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）がさらに算出される。
【００１３】
　また、本明細書では、Ｒｅ（４５０）、Ｒｅ（５５０）、Ｒｅ（６３０）、Ｒｔｈ（４
５０）、Ｒｔｈ（５５０）、Ｒｔｈ（６３０）等のＲｅ(λ)及びＲｔｈ（λ）の値は、測
定装置により３以上の異なる波長（例としてλ＝４７９．２、５４６．３、６３２．８、
７４５．３ｎｍ）を用いて測定し、それぞれの波長からＲｅ、Ｒｔｈを算出するものとす
る。これらの値をコーシーの式（第３項まで、Ｒｅ＝Ａ＋Ｂ／λ2＋Ｃ／λ4）にて近似し
て値Ａ、Ｂ、Ｃを求める。以上より波長λにおけるＲｅ、Ｒｔｈをプロットし直し、そこ
から各波長λでのＲｅ（λ）およびＲｔｈ（λ）を求めることができる。
【００１４】
［液晶表示装置］
　本発明の液晶表示装置の一態様を図１に示す。図１は、ＶＡモードの液晶表示装置の構
成例であり、ＶＡモードの液晶セル１３と、液晶セル１３を挟んで配置された一対の第１
の偏光子１１と第２の偏光子１２とを有する。第１の偏光子１１と液晶セル１３との間に
は、第１の光学異方性層１４、及び第２の偏光子１２と液晶セル１３との間には、第２の
光学異方性層１５を有する。偏光子１１及び１２は、それぞれの透過軸を互いに直交にし
て配置されている。また、第１の光学異方性層１４は、その面内遅相軸を第１の偏光子１
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１の吸収軸に対して直交にして配置されているのが好ましい。
【００１５】
　偏光子１１及び１２は、いずれがバックライト側であっても、表示面側であってもよい
。また、第１の光学異方性層１４及び第２の光学異方性層１５はそれぞれ、偏光子１１及
び１２の保護フィルムとして、それぞれの表面に接触させて配置されていてもよい。また
、偏光子１１と第１の光学異方性層１４との間、及び偏光子１２と第２の光学異方性層１
５との間には、それぞれ保護フィルムが別途配置されていてもよいが、その場合は、該保
護フィルムは、位相差が０に近い、等方性のフィルムであるのが好ましい。
【００１６】
　図１に示す態様では、第１の光学異方性層１４は、波長４００ｎｍ～７００ｎｍにおけ
るＲｅ及びＲｔｈが、長波長ほど大きい性質を有する、光学的に二軸性の光学異方性層で
ある。また、第２の光学異方性層１５は、波長５５０ｎｍにおける面内レターデーション
Ｒｅ（５５０）及び同波長における厚み方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が、０
ｎｍ＜｜Ｒｅ（５５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒｔｈ（５５０）｜／｜Ｒｅ（５５０）｜＞
１０を満足する。本実施の形態では、この光学特性を満足する第１の光学異方性層１４及
び第２の光学異方性層１５を利用することで、黒表示時の法線方向及び斜め方向における
光漏れを解消するとともに、黒表示時の斜め方向に生じるカラーシフトを軽減している。
第１の光学異方性層１４と第２の光学異方性層１５との好ましい組み合せの一例は、第１
の光学異方性層１４が下記式（ａ）～（ｃ）を満足し、且つ第２の光学異方性層１５が、
下記式（ｄ）を満足する例である。
　式（ａ）　Re(550) > 20 nm
　式（ｂ）　0.5 < Nz < 10
　式（ｃ）　-2.5×Re(550)+300 < Rth(550) < -2.5×Re(550)+500
　式（ｄ）　Rth(550)/Re(550) > 10
　なお、式中、Re(λ)及びRth(λ)はそれぞれ、波長λｎｍの光を入射させて測定した面
内レターデーション及び厚み方向のレターデーション（単位：ｎｍ）であり、Nz=Rth(550
)/Re(550)+0.5とする。
【００１７】
　次に、本実施の形態の作用を説明するため、まず、比較のために、従来のＶＡモードの
液晶表示装置の問題点を明らかにする。図１２に、一般的なＶＡモードの液晶表示装置の
構成を示す模式図を示す。ＶＡモードの液晶表示装置は、一般的には、電圧無印加時、即
ち黒表示時に、液晶が基板面に対して垂直配向する液晶層を有する液晶セル５３と、該液
晶セル５３を挟持し、且つ互いの透過軸方向（図１２では縞線で示した）を直交させて配
置された偏光板５１及び偏光板５２とを有する。図１２中、光は、偏光板５１側から入射
するものとする。電圧無印加時に、法線方向、即ち、ｚ軸方向に進む光が入射した場合、
偏光板５１を通過した光は、直線偏光状態を維持したまま、液晶セル５３を通過し、偏光
板５２において完全に遮光される。その結果、コントラストの高い画像を表示できる。
【００１８】
　しかし、図１３に示す様に、斜光入射の場合には状況が異なる。光が、ｚ軸方向でない
斜め方向、即ち、偏光板５１および５２の偏光方向に対して斜めの方位（いわゆるＯＦＦ
　ＡＸＩＳ）から入射する場合、入射光は、液晶セル５３の垂直配向した液晶層を通過す
る際に、斜め方向のレターデーションの影響を受け、その偏光状態が変化する。さらに、
偏光板５１と偏光板５２の見かけの透過軸が直交配置からずれる。この２つの要因のため
、ＯＦＦ　ＡＸＩＳにおける斜め方向からの入射光は、偏光板５２で完全に遮光されず、
黒表示時に光抜けが生じ、コントラストを低下させることになる。
【００１９】
　ここで、極角と方位角を定義する。極角はフィルム面の法線方向、即ち、図１２及び図
１３中のｚ軸からの傾き角であり、例えば、フィルム面の法線方向は、極角＝０度の方向
である。方位角は、ｘ軸の正の方向を基準に反時計回りに回転した方位を表しており、例
えばｘ軸の正の方向は方位角＝０度の方向であり、ｙ軸の正の方向は方位角＝９０度の方
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向である。前述したＯＦＦ　ＡＸＩＳにおける斜め方向とは、極角が０度ではない場合で
且つ、方位角＝４５度、１３５度、２２５度、３１５度の場合を主に指す。
【００２０】
　従来、ＶＡモードの液晶表示装置の、かかる斜め方向のコントラストの低下を、二軸プ
レートとＣプレートを用いることで解消することが提案されている（例えば、前記特許文
献２）。ところで、従来光学補償フィルムには種々の延伸ポリマーフィルムが用いられて
いるが、一般的には、延伸ポリマーフィルムは、面内レターデーションReがRe(450) ≧ R
e(550) ≧ Re(650)であり、厚さ方向のRthがRth(450) ≧ Rth(550) ≧ Rth(650)の関係を
満足する、すなわち、Ｒｅ及びＲｔｈともに短波長ほど大きい値を持つもの（以下、この
性質を「順分散性」という場合がある）がほとんどである。
【００２１】
　図１４に、二軸プレート及びＣプレートを用いた従来のＶＡモード液晶表示装置の一例
の模式図を示す。図１４の液晶表示装置は、液晶セル５３と一対の偏光板５１及び５２を
有し、偏光板５１と液晶セル５３との間にＡプレートの光学補償フィルム５４、偏光板５
２と液晶セル５３との間にＣプレートの光学補償フィルム５５を有する。図１５に、図１
４の構成における補償機構について、ポアンカレ球を用いて説明した図を示す。ポアンカ
レ球は偏光状態を記述する三次元マップで、球の赤道上は直線偏光を表している。ここで
、液晶表示装置内における光の伝播方向は方位角＝４５度、極角＝３４度である。図１５
中、Ｓ２軸は、紙面下から上に垂直に貫く軸であり、図１５は、ポアンカレ球を、Ｓ２軸
の正の方向から見た図である。ここで、Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３座標は、ある偏光状態のストー
クスパラメーターの値を表している。また図１５は、平面的に示されているので、偏光状
態の変化前と変化後の点の変位は、図中直線の矢印で示されているが、実際は、液晶層や
光学補償フィルムを通過することによる偏光状態の変化は、ポアンカレ球上では、それぞ
れの光学特性に応じて決定される特定の軸の回りに、特定の角度回転させることで表され
る。
【００２２】
　図１４中の偏光板５１を通過した入射光の偏光状態は、図１５では点（ｉ）に相当し、
図１４中の偏光板５２の吸収軸によって遮光される偏光状態は、図１５では点（ii）に相
当する。従来、ＶＡモードの液晶表示装置において、斜め方向におけるＯＦＦ　ＡＸＩＳ
の光抜けは、出射光の偏光状態が点（ii）からずれていることに起因する。光学補償フィ
ルムは、一般的に、液晶層における偏光状態の変化も含めて、入射光の偏光状態を正しく
点（ｉ）から点（ii）に変化させるために用いられる。
【００２３】
　Ａプレートである光学補償フィルム５４を通過することによる入射光の偏光状態の変化
は、ポアンカレ球上では、図１５中の「Ａ」を付された矢印で示される軌跡をたどる。ポ
アンカレ球上での回転角度は、液晶表示装置を観察する斜め方向からの実効的なレターデ
ーションΔｎ’ｄ’を光の波長λで割った値Δｎ’ｄ’／λに比例する。上記した通り、
光学補償フィルム５４として一般的な延伸ポリマーフィルムを用いると、Ｒｅは波長が短
いほど大きくなり、Ｒ、Ｇ、Ｂで実効的なレターデーションＲｅは異なり、且つ波長λの
逆数も短波長であるほど大きくなることから、波長が異なるＲ、Ｇ、Ｂの各波長において
は、回転角度はＢ＞Ｇ＞Ｒの順となる。すなわち回転後におけるＲ、Ｇ、Ｂの偏光状態、
すなわち（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３）座標は図１５に示す通りとなる。
【００２４】
　液晶セル５３の液晶層は正の屈折率異方性を示し、垂直配向しているので、液晶層を通
過することによる入射光の偏光状態の変化は、ポアンカレ球上では、図１５中「ＬＣ」を
付された上から下への矢印で示さる軌跡をたどり、Ｓ１軸周りの回転として表される。
【００２５】
　次に、Ｃプレートである光学補償フィルム５４を通過する際の、Ｂ，Ｇ，Ｒの偏光状態
の変換は、ポアンカレ球上では、図１５中、「Ｃ」を付した矢印で示されている通り、Ｓ
１－Ｓ２面の法線方向への移動で表される。図１５に示す通り、この移動によっては、Ｓ
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１座標が一致せず、異なる偏光状態にあるＲ光、Ｇ光、Ｂ光の全てを、点（ii）の偏光状
態に変換することは不可能である。このずれた波長の光が偏光板５２で遮断されないため
光漏れが生じる。光の色はＲ、Ｇ、Ｂの足し合わせからなるので、特定の波長の光だけが
光漏れすると、Ｒ、Ｇ、Ｂの足し合わせの比率がずれるために、色味の変化が起こる。こ
れが、液晶表示装置を斜め方向から見たときに「色味変化」となって観察される。
　ここで、本明細書においては、Ｒ、Ｇ、Ｂの波長として、Ｒは波長６３０ｎｍ、Ｇは波
長５５０ｎｍ、Ｂは波長４５０ｎｍを用いた。Ｒ、Ｇ、Ｂの波長は必ずしもこの波長で代
表されるものではないが、本発明の効果を奏する光学特性を規定するのに適当な波長であ
ると考えられる。
【００２６】
　本発明者は、この従来の問題点を解決するため、以下の点に着目した。黒表示時のＶＡ
モードの液晶セルやＣプレート等に代表される厚み方向のレターデーションＲｔｈが面内
レターデーションＲｅと比較して大きい複屈折媒体を通過することによる偏光状態の変換
は、図１５中、「ＬＣ」及び「Ｃ」の矢印で示される通り、ポアンカレ球上では、Ｒ光、
Ｇ光及びＢ光のいずれについてもＳ１座標についての変位はほとんどない。従って、偏光
子を通過した後、最初に、Ａプレート等に代表される光学的に二軸性の面内に光軸を有す
る第１の光学異方性層を通過した後のＲ光、Ｂ光及びＧ光の偏光状態が、図２に示す通り
、ポアンカレ球上のＳ１座標として概ね一致していれば、その後、垂直配向状態の液晶層
や所定の光学特性を満足する第２の光学異方性層を通過しても、Ｒ光、Ｂ光及びＧ光の偏
光状態のＳ１座標は一致する。従って、Ｒ光、Ｂ光及びＧ光の状態がＳ１座標についても
一致していない従来の図１５の状態よりも、色味変化は軽減される。
【００２７】
　その後、図３に示す通り、ＶＡモードの液晶セルを通過すると、Ｒ光、Ｇ光及びＢ光の
偏光状態は、図中矢印１３で示す様に変化し、Ｓ３座標が相違して分離してしまうが、こ
の分離は、第２の光学異方性層の波長分散性を利用することで解消することができる。よ
り具体的には、第２の光学異方性層に、０ｎｍ＜｜Ｒｅ（５５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒ
ｔｈ（５５０）｜／｜Ｒｅ（５５０）｜＞１０を満足し、且つそのＲｔｈの波長分散性が
順分散性を示す材料を用いれば、図４に示す通り、図中矢印１５で示す様に、Ｒ光、Ｇ光
及びＢ光のＳ１座標を相違させることなく、いずれについてもＳ１軸上、即ち、消光点（
ｉｉ）の偏光状態に変換することができる。その結果、斜め方向において、より色味付き
を軽減できるとともに、コントラストをより改善することができる。
【００２８】
　図２～図４に示した光学補償機構は一例であり、本発明はこの態様に限定されない。本
発明では第１の光学異方性層が、そのＲｅ及びＲｔｈが逆波長分散性を示していればよく
、第２の光学異方性層のＲｅ及びＲｔｈの波長依存性については特に制限されない。第２
の光学異方性層のＲｔｈの波長依存性は、順分散性、逆分散性及び一定のいずれであって
もよい。液晶セルのモード及び光学特性に応じて、第２の光学異方性層のＲｔｈの波長依
存性を選択することで、より視野角コントラストを向上させるとともに、色味変化を小さ
くすることができる。
【００２９】
　第１及び第２の光学異方性層のレターデーション値は、垂直配向モード、例えばＶＡモ
ードでは、第１の光学異方性層のＲｔｈ（５５０）と、第２の光学異方性層のＲｔｈ（５
５０）との和が、１００ｎｍ～４００ｎｍ程度であるのが好ましく、２００ｎｍ～３００
ｎｍ程度であるのがより好ましい。
【００３０】
　次に、本発明に使用可能な第１の光学異方性層、及び第２の光学異方性層について、そ
の光学特性、材料、及び製造方法等の好ましい態様について、詳細に説明する。
【００３１】
［第１の光学異方性層の光学特性］
（Ｒｅ及びＲｔｈの波長分散特性）
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　本発明の液晶表示装置には、図２に示した変換を可能とする性質を有する第１の光学異
方性層を利用する。その必要条件は、波長４００ｎｍ～７００ｎｍにおけるＲｅ及びＲｔ
ｈが、逆波長分散性であること、及び光学的に二軸性であることである。
　前記第１の光学異方性層の波長分散性は、Ｒｅ及びＲｔｈの双方が逆分散性を示してい
るが、具体的には、下記式（６）～（９）
　式（６）　0.60 ≦Re(450)/Re(550)≦ 1
　式（７）　1 ≦Re(630)/Re(550)≦ 1.25
　式（８）　0.60 ≦Rth(450)/Rth(550)≦ 1
　式（９）　1 ≦Rth(630)/Rth(550)≦ 1.25
　を満たしているのが好ましく、下記式（６）’～（９）’
　式（６）’　0.65 ≦Re(450)/Re(550) ≦1
　式（７）’　1 ≦Re(630)/Re(550) ≦1.20
　式（８）’　0.65 ≦ Rth(450)/Rth(550) ≦1
　式（９）’　1 ≦Rth(630)/Rth(550) ≦1.20
　を満たしているのがより好ましく、下記式（６）”～（９）”
　式（６）”　0.70 ≦Re(450)/Re(550) ≦1
　式（７）”　1 ≦Re(630)/Re(550) ≦1.15
　式（８）”　0.70 ≦ Rth(450)/Rth(550) ≦1
　式（９）”　1 ≦Rth(630)/Rth(550) ≦1.15
　を満たしているのがよりさらに好ましい。
【００３２】
（第１の光学異方性層のＲｅとＲｔｈとの関係）
　さらに、本発明者は、（１）　種々のＲｅ及び／又はＲｔｈの光学異方性層を通過する
際の偏光状態変化を表す回転行列を求め；（２）　入射光のストークスパラメータ（Ｓ１
、Ｓ２、Ｓ３）に（１）で求めた回転行列を作用させ、光学異方性層を通過後の（Ｓ１’
、Ｓ２’、Ｓ３’）を計算により求め；且つ（３）　（２）で求めたＳ１’が、消光点の
Ｓ１座標と一致するよう、Ｒｅ及びＲｔｈを最適化した結果、波長４５０、５５０及び６
３０ｎｍにおいて、Ｒｅ及びＲｔｈが図５に示すグラフの関係を満足する光学異方性層に
よれば、Ｒ光、Ｂ光及びＧ光の偏光状態について、ポアンカレ球上のＳ１座標として概ね
一致させることが可能となることを見出した。さらに、実際に、いくつかの試料を作製し
て、その効果を確かめた結果、第１の光学異方性層が下記式（１）～（３）を満足してい
ると、Ｒｅ及びＲｔｈの大きさ（即ち、回転軸及び回転角度）によらず、第１の光学異方
性層に入射したＲ光、Ｇ光及びＢ光がそれぞれの変換の軌跡をたどって、いずれも、消光
点と同一のＳ１座標を示す偏光状態（図中太い帯状の線）に変換されることを見出した。
Ｒｅ及びＲｔｈが逆波長分散性であり、且つ下記式（１）～（３）を満足する光学的に二
軸性の第１の光学異方性層を用いると、従来例と比較して、斜め方向における色味付きの
軽減効果を格段に高くすることができる。
　式（１）　-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) <-2.5×Re(550)+500
　式（２）　-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450
　式（３）　-2.5×Re(630)+350 <Rth(630) <-2.5×Re(630)+550  。
　前記第１の光学異方性層は、下記式（１）’～（３）’を満足するのが、より優れた効
果が得られるので好ましい。
　式（１）’　-2.5×Re(550)+320 < Rth(550) < -2.5×Re(550)+480
　式（２）’　-2.5×Re(450)+270 < Rth(450) < -2.5×Re(450)+430
　式（３）’　-2.5×Re(630)+370 < Rth(630) < -2.5×Re(630)+530
【００３３】
（第１の光学異方性層のＮｚ値）
　Ｎｚ値はＲｅ及びＲｔｈの変数であり、Ｎｚ＝Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）＋０
．５で定義される。第１の光学異方性層のＮｚ値は、０．５～１０であるのが好ましく、
１．１～５であるのがより好ましく、１．３～４．７であるのがさらに好ましい。
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　第１の光学異方性層のＮｚ値が大きいほど、より広い範囲の方位角方向から観察した場
合に生じるカラーシフトを軽減できるので好ましい。二軸性の第１の光学異方性層を、一
定の極角方向から観察した場合、その方向の方位角に応じて、みかけのＲｅが増減する。
例えば、第１の光学異方性層をパネルに対して水平方向に配した場合、みかけのＲｅは、
方位角が大きいほど大きくなり、方位角が小さいほど小さくなる。Ｎｚ値が小さい、即ち
、Ｒｅが大きいと、方位角に依存したみかけのＲｅの増減幅も大きくなり、所定の方位角
において適性な表示特性を示しても、他の方位角においては、わずかな光漏れやカラーシ
フトが生じる場合がある。Ｒｅが一般的な製造適性の範囲であり、且つ方位角に依存した
みかけのＲｅの増減幅を、観察者が表示特性の変動として認識できない程度の範囲に抑制
するためには、Ｎｚ値は、０．５以上であるのが好ましい。また、Ｒｅが大きすぎると偏
光子と貼り合わせ時の軸ズレや、フィルム面内での軸バラツキが生じた際に、パネルを正
面から見たときの光漏れが大きくなり正面コントラスト比の低下に繋がる。この観点で第
１の光学異方性層の好ましいＲｅ値の上限を検討すると、Ｒｅは１３０ｎｍを大きく超え
ないのが好ましい。第１の光学異方性層のＲｅ及びＲｔｈが、図５に示す関係を満足しつ
つ、Ｒｅが１３０ｎｍ以下を可能とする、即ち、観察方向の方位角に依存した光漏れやカ
ラーシフトをより軽減するためには、図６に示す通り、Ｎｚは１．１以上であるのが好ま
しい。さらに、１．３以上であるのがより好ましい。
【００３４】
　以上のように黒表示時の光漏れ、色付きの方位角依存性、軸ズレ許容度の観点からは第
１の光学異方性層のＲｅが小さい、すなわちＮｚが大きい方が好ましい。一方、ＶＡモー
ドの光学補償に必要な、第１及び第２の光学異方性層のＲｔｈの和は、１００～４００ｎ
ｍ程度であるので、第１の光学異方性層のＮｚ値が大きいほど、例えば、第１の光学異方
性層のＲｔｈが大きいほど、第２の光学異方性層に必要とされるＲｔｈは小さくなる。液
晶層及び第２の光学異方性層を通過することによる偏光状態の変換が、いずれの波長にお
いても消光点に達するためには、第２の光学異方性層のＲｔｈが順波長分散性（波長が短
いほど値が大きくなる性質）を示すことが好ましいが、第２の光学異方性層のＲｔｈが小
さくなると、その順分散性を急峻にする必要が生じる。その様な性質のフィルム等を作製
するのは困難であり、製造適性の観点では、Ｎｚは１０以下であるのが好ましく、さらに
、図６に示す通り、Ｎｚは５以下であるのがより好ましく、４．７以下であるのがさらに
好ましいい。
【００３５】
　第１の光学異方性層のＮｚの好ましい範囲の上限値について、より具体的に説明する。
　上記した通り、ＶＡモードの光学補償には、第１の光学異方性層のＲｔｈ（５５０）と
第２の光学異方性層のＲｔｈ（５５０）の和が、１００～４００ｎｍであるのが好ましい
ので、第１の光学異方性層のＲｔｈ（５５０）が大きくなると、第２の光学異方性層の最
適なＲｔｈ（５５０）は小さくなる。その関係を図７に模式的に示す。図７中の点Ａ及び
点Ａ’はそれぞれ、ＶＡモードの液晶表示装置を光学補償する第１の光学異方性層及び第
２の光学異方性層の好ましい組合せの一例の光学特性を示す点である。もし仮に、第１の
光学異方性層のＮｚ値が大きくなる、即ち、第１の光学異方性層の光学特性が点Ａから点
Ｂに移動すると、第１の光学異方性層のＲｅは減少し且つＲｔｈは増加する。一方、第１
の光学異方性層の光学特性の変化に伴い、第２の光学異方性層に求められる好ましい光学
特性も、点Ａ’から点Ｂ’へと移動し、即ち、第２の光学異方性層に求められる最適なＲ
ｔｈ値は小さくなる。
【００３６】
　ところで、第１の光学異方性層の所定のＲｅ（λ）及びＲｔｈ（λ）が与えられた時、
視野角に依存した光漏れ、カラーシフト低減のために必要とされる第２の光学異方性層の
Ｒｔｈの波長分散性は、第２の光学異方性層のＲｔｈ（５５０）、液晶層のΔｎｄ（５５
０）およびΔｎｄの波長分散性によって決まる。説明を容易にするために、理想的な第１
の光学異方性層を用いた場合を考える。
　今、第１の光学異方性層のレターデーションの波長分散が、λ／ｎ（ｎは正の実数）で
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与えられた時を考える。この時パネルを斜め方向から観察すると、第１の光学異方性層を
透過後の偏光状態が波長によって変わらないことが理想である。ポアンカレ球での回転量
はΔｎｄ／λによって決まること、視野角光漏れ、カラーシフトを低減するためには、第
２の光学異方性層を通過後に全波長の光の偏光状態を消光点と一致させる必要がある。「
４５０ｎｍと５５０ｎｍの光が消光点に一致する」という条件から下記式（１１）が成り
立つ。ここで、ΔｎｄVAは液晶層のΔｎｄを表し、ＲｔｈBはフィルムＢのＲｔｈを表す
。（４５０）、（５５０）、（６３０）はそれぞれ４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６３０ｎｍ
でのＲｔｈを表す。
【００３７】
　式（１１）を整理すると、式（１２）のように表現できる。同様に「６３０ｎｍと５５
０ｎｍの光が消光点に一致する」という条件から式（１３）が成り立つ。式（１２）及び
式（１３）により、式（１４）となる。
ここで、
δ（ＲｔｈB）＝ＲｔｈB（６３０）－ＲｔｈB（４５０）
δ（ΔｎｄVA）＝ΔｎｄVA（６３０）－ΔｎｄVA（４５０）
と定義する。δ（ＲｔｈB）＜０の時、第２の光学異方性層のＲｔｈは順分散性を示し、
δ（ＲｔｈB）＞０の時、第２の光学異方性層のＲｔｈは逆分散性を示す。δ（ＲｔｈB）
、δ（ΔｎｄVA）を使って式（１４）を書き直すと式（１５）となる。
【００３８】
　通常ＲｔｈB（５５０）はΔｎｄVA（５５０）より小さい。液晶層のΔｎｄが順分散性
を示す時、式（９）の右辺は負の値を示す。式（１５）左辺のδ（ＲｔｈB）も負の値を
持つため、第２の光学異方性層のＲｔｈは順分散性を示す。いま、第２の光学異方性層の
Ｒｔｈ（５５０）が小さくなると、式（１５）右辺第一項の絶対値が大きくなる。そのた
め、左辺のδ（ＲｔｈB）は負で絶対値が大きくなり、順分散性が大きくなる。
【００３９】
【数２】

【００４０】
　以上の議論から、第１の光学異方性層のＮｚ値が大きすぎると、ＶＡモードの光学補償
において、第２の光学異方性層に求められるＲｔｈが小さくなり、それに伴い、第２の光
学異方性層は、Ｒｔｈについて急峻な順分散性が要求されることになる。第２の光学異方
性層に要求される特性のポリマーフィルムを作製する場合は、製造適性の観点から、ポリ
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マーフィルムにはＲｔｈの順分散性の程度にある程度の限界がある。その点を考慮すると
、第２光学異方性層のＲｔｈに求められる順分散性の程度が大きくなり過ぎないように、
第１光学異方性層のＮｚ値は、１０以下とするのが好ましく、５以下とするのがより好ま
しく、４．７以下とするのがさらにより好ましい。
【００４１】
（第１の光学異方性層のＮｚ調整方法）
　第１の光学異方性層のＮｚを調整する方法は、第１の光学異方性層の材料等に応じて異
なる。第１の光学異方性層をセルロースアシレートフィルムから作製する場合は、Ｎｚを
上げる方法の例としては、後述する一般式（Ａ）で表される化合物を添加する、その添加
量を増加する、セルロースアシレートの置換度を下げる、延伸倍率を下げるなどの方法が
ある。一方、Ｎｚを下げる方法の例としては、後述する一般式（Ａ）で表される化合物の
添加量を減少させる、セルロースアシレートの置換度を上げる、延伸倍率を上げるなどの
方法がある。
【００４２】
［第２の光学異方性層］
　本発明の液晶表示装置は、前記第１の光学異方性層と組み合わせて、Ｎｚ値が比較的大
きい値を有する第２の光学異方性層を用いるのが好ましく、具体的には、第２の光学異方
性層は、０ｎｍ＜｜Ｒｅ（５５０）｜＜１０ｎｍかつ｜Ｒｔｈ（５５０）｜／｜Ｒｅ（５
５０）｜＞１０を満たす。第２の光学異方性層は、｜Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）
｜＞１５を満足しているのがより好ましい。また、｜Ｒｅ（５５０）｜は、小さいほど好
ましい。この光学特性を満足する第２の光学異方性層により、図４に示す偏光状態の変換
が可能となる。
【００４３】
　前記第２の光学異方性層のＲｔｈの波長分散性については特に制限されず、下記式（４
）を満足する逆分散性であっても、下記式（５）を満足する順分散性であってもよい。中
でも、下記式（５）を満足するＲｔｈが順分散性を示す第２の光学異方性層を用いるのが
より好ましい。
　式（４）　Rth(630)-Rth(450)>0
　式（５）　Rth(630)-Rth(450) ≦0
【００４４】
［第１及び第２の光学異方性層の作製］
　前記第１の光学異方性層及び第２の光学異方性層の材料については特に制限されない。
第１及び第２の光学異方性層がポリマーフィルムである又はポリマーフィルムを含んでい
ると、偏光子と貼り合わせることができる。また、単独の部材として、例えば、光学補償
フィルムとして液晶表示装置に組み込むことができる。前記ポリマーフィルムの材料とし
ては、光学性能、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性、等方性などに優れるポリ
マーが好ましいが、上述の条件を満たす範囲であればどのような材料を用いてもよい。例
えば、ポリカーボネート系ポリマー、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタ
レート等のポリエステル系ポリマー、ポリメチルメタクリレート等のアクリル系ポリマー
、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）等のスチレン系ポリ
マー等が挙げられる。また、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィン、エチレ
ン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー、ナイ
ロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン系ポリマー
、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー、ポリフェ
ニレンスルフィド系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー
、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン系ポリマー
、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーを混合したポリマーも例として挙げられる。
【００４５】
　また、前記ポリマーフィルムを形成する材料としては、熱可塑性ノルボルネン系樹脂を
好ましく用いることができる。熱可塑性ノルボルネン系樹脂としては、日本ゼオン（株）
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製のゼオネックス、ゼオノア、ＪＳＲ（株）製のアートン等が挙げられる。
【００４６】
　また、前記ポリマーフィルムを形成する材料としては、従来偏光板の透明保護フィルム
として用いられてきたセルロース系ポリマー（以下、セルロースアシレートという）を特
に好ましく用いることができる。セルロースアシレートの代表例としては、トリアセチル
セルロースが挙げられる。セルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタ
や木材パルプ（広葉樹パルプ，針葉樹パルプ）などがあり、何れの原料セルロースから得
られるセルロースアシレートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これら
の原料セルロースについての詳細な記載は、例えば、丸澤、宇田著、「プラスチック材料
講座（１７）繊維素系樹脂」日刊工業新聞社（１９７０年発行）や発明協会公開技報公技
番号２００１－１７４５号（７頁～８頁）に記載のセルロースを用いることができ、前記
セルロースアシレートフィルムに対しては特に限定されるものではない。
【００４７】
　セルロースアシレートの置換度は、セルロースの構成単位（（β）１，４－グリコシド
結合しているグルコース）に存在している、３つの水酸基がアシル化されている割合を意
味する。置換度（アシル化度）は、セルロースの構成単位質量当りの結合脂肪酸量を測定
して算出することができる。測定方法は、「ＡＳＴＭ　Ｄ８１７－９１」に準じて実施す
る。
　本発明において、第１及び第２の光学異方性層の形成に用いるセルロースアシレートは
、アセチル置換度が２．５０～３．００であるセルロースアセテートが好ましい。前記ア
セチル置換度は２．７０～２．９７がさらに好ましい。
【００４８】
　前記セルロースアシレートは、３５０～８００の質量平均重合度を有することが好まし
く、３７０～６００の質量平均重合度を有することがさらに好ましい。また本発明で用い
られるセルロースアシレートは、７００００～２３００００の数平均分子量を有すること
が好ましく、７５０００～２３００００の数平均分子量を有することがさらに好ましく、
７８０００～１２００００の数平均分子量を有することがよりさらに好ましい。
【００４９】
　前記セルロースアシレートは、アシル化剤として酸無水物や酸塩化物を用いて合成でき
る。工業的に最も一般的な合成方法では、綿花リンタや木材パルプなどから得たセルロー
スをアセチル基及び他のアシル基に対応する有機酸（酢酸、プロピオン酸、酪酸）又はそ
れらの酸無水物（無水酢酸、無水プロピオン酸、無水酪酸）を含む混合有機酸成分でエス
テル化してセルロースエステルを合成する。
【００５０】
　前記セルロースアシレートフィルムは、ソルベントキャスト法により製造されるのが好
ましい。ソルベントキャスト法を利用したセルロースアシレートフィルムの製造例につい
ては、　米国特許第２，３３６，３１０号、同２，３６７，６０３号、同２，４９２，０
７８号、同２，４９２，９７７号、同２，４９２，９７８号、同２，６０７，７０４号、
同２，７３９，０６９号及び同２，７３９，０７０号の各明細書、英国特許第６４０７３
１号及び同７３６８９２号の各明細書、並びに特公昭４５－４５５４号、同４９－５６１
４号、特開昭６０－１７６８３４号、同６０－２０３４３０号及び同６２－１１５０３５
号等の記載を参考にすることができる。また、前記セルロースアシレートフィルムは、延
伸処理を施されていてもよい。延伸処理の方法及び条件については、例えば、特開昭６２
－１１５０３５号、特開平４－１５２１２５号、同４－２８４２１１号、同４－２９８３
１０号、同１１－４８２７１号　等に記載の例を参考にすることができる。
【００５１】
［Ｒｅ発現剤］
　第１の光学異方性層としての条件を満足するセルロースアシレートフィルムを作製する
ために、セルロースアシレートフィルム中に、Ｒｅ発現剤を添加するのが好ましい。ここ
で、「Ｒｅ発現剤」とはフィルム面内の複屈折を発現する性質を有する化合物である。
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　第１の光学異方性層として利用するセルロースアシレートフィルムは、Ｒｅ発現剤とし
て、下記一般式（Ａ）で表される化合物の少なくとも一種を含有していてもよい。
【００５３】
【化２】

【００５４】
　式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表し；Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からなる
群から選ばれる基を表し；Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は各々独立に置換基を表し；Ｘは第１４～１
６族の非金属原子を表し（ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合してもよい）；ｎは
０～２までのいずれかの整数を表す。
【００５５】
　前記一般式（Ａ）で表される化合物の中でも、Ｒｅ発現剤としては、下記一般式（Ｂ）
で表される化合物が好ましい。
【００５６】
【化３】

【００５７】
　一般式（Ｂ）中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表す。Ａ1及びＡ2

は各々独立に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す。）、－Ｓ－及びＣＯ
－からなる群から選ばれる基を表す。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4及びＲ5は各々独立に置換基を
表す。ｎは０～２の整数を表す。
【００５８】
　一般式（Ａ）又は（Ｂ）において、Ｌ1及びＬ2が表す二価の連結基としては、好ましく
は下記の例が挙げられる。
【００５９】
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【化４】

【００６０】
　さらに好ましくは－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－である。
【００６１】
　一般式（Ａ）又は（Ｂ）において、Ｒ1は置換基であり、複数存在する場合は同じでも
異なっていてもよく、環を形成してもよい。置換基の例としては下記のものが適用できる
。
【００６２】
　ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、アルキル基
（好ましくは炭素数１～３０のアルキル基、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル
基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基）、
シクロアルキル基（好ましくは、炭素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルキル基、
例えば、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル基）、
ビシクロアルキル基（好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルキル
基、つまり、炭素数５～３０のビシクロアルカンから水素原子を一個取り去った一価の基
である。例えば、ビシクロ［１，２，２］ヘプタン－２－イル基、ビシクロ［２，２，２
］オクタン－３－イル基）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～３０の置換又は無置換
のアルケニル基、例えば、ビニル基、アリル基）、シクロアルケニル基（好ましくは、炭
素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルケニル基、つまり、炭素数３～３０のシクロ
アルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、２－シクロペンテン－１
－イル、２－シクロヘキセン－１－イル基）、ビシクロアルケニル基（置換又は無置換の
ビシクロアルケニル基、好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルケ
ニル基、つまり二重結合を一個持つビシクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の
基である。例えば、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－１－イル基、ビシクロ［
２，２，２］オクト－２－エン－４－イル基）、アルキニル基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のアルキニル基、例えば、エチニル基、プロパルギル基）、アリー
ル基（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリール基、例えばフェニル基、ｐ
－トリル基、ナフチル基）、ヘテロ環基（好ましくは５又は６員の置換又は無置換の、芳
香族又は非芳香族のヘテロ環化合物から一個の水素原子を取り除いた一価の基であり、さ
らに好ましくは、炭素数３～３０の５又は６員の芳香族のヘテロ環基である。例えば、２
－フリル基、２－チエニル基、２－ピリミジニル基、２－ベンゾチアゾリル基）、シアノ
基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基（好ましくは、炭素数１
～３０の置換又は無置換のアルコキシ基、例えば、メトキシ基、エトキシ基、イソプロポ
キシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２－メトキシエトキシ基）、ア
リールオキシ基（好ましくは、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールオキシ基、例
えば、フェノキシ基、２－メチルフェノキシ基、４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ基、３
－ニトロフェノキシ基、２－テトラデカノイルアミノフェノキシ基）、シリルオキシ基（
好ましくは、炭素数３～２０のシリルオキシ基、例えば、トリメチルシリルオキシ基、ｔ
ｅｒｔ－ブチルジメチルシリルオキシ基）、ヘテロ環オキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のヘテロ環オキシ基、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ基、
２－テトラヒドロピラニルオキシ基）、アシルオキシ基（好ましくはホルミルオキシ基、
炭素数２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニルオキシ基、炭素数６～３０の置換
又は無置換のアリールカルボニルオキシ基、例えば、ホルミルオキシ基、アセチルオキシ
基、ピバロイルオキシ基、ステアロイルオキシ基、ベンゾイルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェニルカルボニルオキシ基）、カルバモイルオキシ基（好ましくは、炭素数１～３０の置
換又は無置換のカルバモイルオキシ基、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ基
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、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイルオキシ基、モルホリノカルボニルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジ
－ｎ－オクチルアミノカルボニルオキシ基、Ｎ－ｎ－オクチルカルバモイルオキシ基）、
アルコキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキ
シカルボニルオキシ基、例えばメトキシカルボニルオキシ基、エトキシカルボニルオキシ
基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルオキシ基、ｎ－オクチルカルボニルオキシ基）、アリ
ールオキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルオキシ基、例えば、フェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－ｎ－ヘキサデシルオキシフェノキシカルボニルオキシ
基）、アミノ基（好ましくは、アミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルア
ミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアニリノ基、例えば、アミノ基、メチルアミ
ノ基、ジメチルアミノ基、アニリノ基、Ｎ－メチル－アニリノ基、ジフェニルアミノ基）
、アシルアミノ基（好ましくは、ホルミルアミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換の
アルキルカルボニルアミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールカルボニルア
ミノ基、例えば、ホルミルアミノ基、アセチルアミノ基、ピバロイルアミノ基、ラウロイ
ルアミノ基、ベンゾイルアミノ基）、アミノカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数１
～３０の置換又は無置換のアミノカルボニルアミノ基、例えば、カルバモイルアミノ基、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノカルボニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノカルボニルアミノ
基、モルホリノカルボニルアミノ基）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素
数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニルアミノ基、例えば、メトキシカルボニ
ルアミノ基、エトキシカルボニルアミノ基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ基、ｎ
－オクタデシルオキシカルボニルアミノ基、Ｎ－メチルーメトキシカルボニルアミノ基）
、アリールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換の
アリールオキシカルボニルアミノ基、例えば、フェノキシカルボニルアミノ基、ｐ－クロ
ロフェノキシカルボニルアミノ基、ｍ－ｎ－オクチルオキシフェノキシカルボニルアミノ
基）、スルファモイルアミノ基（好ましくは、炭素数０～３０の置換又は無置換のスルフ
ァモイルアミノ基、例えば、スルファモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスルホニ
ルアミノ基、Ｎ－ｎ－オクチルアミノスルホニルアミノ基）、アルキル及びアリールスル
ホニルアミノ基（好ましくは炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニルアミ
ノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルホニルアミノ基、例えば、メチル
スルホニルアミノ基、ブチルスルホニルアミノ基、フェニルスルホニルアミノ基、２，３
，５－トリクロロフェニルスルホニルアミノ基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノ基
）、メルカプト基、アルキルチオ基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のア
ルキルチオ基、例えばメチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－ヘキサデシルチオ基）、アリー
ルチオ基（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールチオ基、例えば、フェ
ニルチオ基、ｐ－クロロフェニルチオ基、ｍ－メトキシフェニルチオ基）、ヘテロ環チオ
基（好ましくは炭素数２～３０の置換又は無置換のヘテロ環チオ基、例えば、２－ベンゾ
チアゾリルチオ基、１－フェニルテトラゾール－５－イルチオ基）、スルファモイル基（
好ましくは炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイル基、例えば、Ｎ－エチルス
ルファモイル基、Ｎ－（３－ドデシルオキシプロピル）スルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルスルファモイル基、Ｎ－アセチルスルファモイル基、Ｎ－ベンゾイルスルファモイル
基、Ｎ－（Ｎ’－フェニルカルバモイル）スルファモイル基）、スルホ基、アルキル及び
アリールスルフィニル基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスル
フィニル基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルフィニル基、例えば、メチ
ルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ｐ－メチルフェニ
ルスルフィニル基）、アルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素数１～３０
の置換又は無置換のアルキルスルホニル基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリール
スルホニル基、例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、フェニルスルホニル
基、ｐ－メチルフェニルスルホニル基）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数２～
３０の置換又は無置換のアルキルカルボニル基、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリ
ールカルボニル基、例えば、アセチル基、ピバロイルベンゾイル基）、アリールオキシカ
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ルボニル基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリールオキシカルボニル
基、例えば、フェノキシカルボニル基、ｏ－クロロフェノキシカルボニル基、ｍ－ニトロ
フェノキシカルボニル基、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシカルボニル基）、アルコキシ
カルボニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニル基、
例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル
基、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル基）、カルバモイル基（好ましくは、炭素数１～
３０の置換又は無置換のカルバモイル基、例えば、カルバモイル基、Ｎ－メチルカルバモ
イル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチルカルバモイル基、
Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル基）、アリール及びヘテロ環アゾ基（好ましくは
炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールアゾ基、炭素数３～３０の置換又は無置換の
ヘテロ環アゾ基、例えば、フェニルアゾ基、ｐ－クロロフェニルアゾ基、５－エチルチオ
－１，３，４－チアジアゾール－２－イルアゾ基）、イミド基（好ましくは、Ｎ－スクシ
ンイミド基、Ｎ－フタルイミド基）、ホスフィノ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換
又は無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホスフィノ基、ジフェニルホスフィノ基、
メチルフェノキシホスフィノ基）、ホスフィニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換
又は無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィニル基、ジオクチルオキシホスフィニル
基、ジエトキシホスフィニル基）、ホスフィニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０
の置換又は無置換のホスフィニルオキシ基、例えば、ジフェノキシホスフィニルオキシ基
、ジオクチルオキシホスフィニルオキシ基）、ホスフィニルアミノ基（好ましくは、炭素
数２～３０の置換又は無置換のホスフィニルアミノ基、例えば、ジメトキシホスフィニル
アミノ基、ジメチルアミノホスフィニルアミノ基）、シリル基（好ましくは、炭素数３～
３０の置換又は無置換のシリル基、例えば、トリメチルシリル基、ｔｅｒｔ－ブチルジメ
チルシリル基、フェニルジメチルシリル基）を表わす。
【００６３】
　上記の置換基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去りさらに上記の基で置換
されていてもよい。そのような官能基の例としては、アルキルカルボニルアミノスルホニ
ル基、アリールカルボニルアミノスルホニル基、アルキルスルホニルアミノカルボニル基
、アリールスルホニルアミノカルボニル基が挙げられる。その例としては、メチルスルホ
ニルアミノカルボニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノカルボニル基、アセチル
アミノスルホニル基、ベンゾイルアミノスルホニル基が挙げられる。
【００６４】
　Ｒ1は好ましくは、ハロゲン原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環
基、ヒドロキシル基、カルボキシル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アシルオキシ
基、シアノ基、アミノ基であり、さらに好ましくは、ハロゲン原子、アルキル基、シアノ
基、アルコキシ基である。
【００６５】
　Ｒ2、Ｒ3は各々独立に置換基を表す。例としては上記Ｒ1の例があげられる。好ましく
は置換もしくは無置換のベンゼン環、置換もしくは無置換のシクロヘキサン環である。よ
り好ましくは置換基を有するベンゼン環、置換基を有するシクロヘキサン環であり、さら
に好ましくは４位に置換基を有するベンゼン環、４位に置換基を有するシクロヘキサン環
である。
【００６６】
　Ｒ4、Ｒ5は各々独立に置換基を表す。例としては上記Ｒ1の例があげられる。好ましく
は、ハメットの置換基定数σp値が０より大きい電子吸引性の置換基であることが好まし
く、σp値が０～１．５の電子吸引性の置換基を有していることがさらに好ましい。この
ような置換基としてはトリフルオロメチル基、シアノ基、カルボニル基、ニトロ基等が挙
げられる。また、Ｒ4とＲ5とが結合して環を形成してもよい。
　なお、ハメットの置換基定数のσp、σmに関しては、例えば、稲本直樹著「ハメット則
－構造と反応性－」（丸善）、日本化学会編「新実験化学講座１４　有機化合物の合成と
反応Ｖ」２６０５頁（丸善）、仲谷忠雄著「理論有機化学解説」２１７頁（東京化学同人
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説されている。
【００６７】
　Ａ1及びＡ2は各々独立に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基）、－Ｓ－及び
ＣＯ－からなる群から選ばれる基を表す。好ましくは－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは置換基を表
し、例としては上記Ｒ1の例が挙げられる）又はＳ－である。
【００６８】
　Ｘは第１４～１６族の非金属原子を表す。ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合し
てもよい。Ｘは＝Ｏ、＝Ｓ、＝ＮＲ、＝Ｃ（Ｒ）Ｒが好ましい（ここでＲは置換基を表し
、例としては上記Ｒ1の例が挙げられる）。
　ｎは０～２の整数を表し、好ましくは０、１である。
【００６９】
　以下に、一般式（Ａ）又は（Ｂ）で表される化合物の具体例を示すが、前記Ｒｅ発現剤
の例は以下の具体例に限定されるものではない。下記化合物に関しては、指定のない限り
括弧（　）内の数字にて例示化合物（Ｘ）と示す。
【００７０】
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【化１０】

【００７６】
　前記一般式（Ａ）又は（Ｂ）で表される化合物の合成は、既知の方法を参照して行うこ
とができる。例えば、例示化合物（１）は、下記スキームに従って合成することができる
。
【００７７】

【化１１】

【００７８】
　前記スキーム中、化合物（１－Ａ）から化合物（１－Ｄ）までの合成は、“Ｊｏｕｒｎ
ａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｏｇｒａｐｈｙ”（１９９７）；２７
（９）；ｐ．５１５－５２６．に記載の方法を参照して行うことができる。
　さらに、前記スキームに示したように、化合物（１－Ｅ）のテトラヒドロフラン溶液に
、メタンスルホン酸クロライドを加え、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルエチルアミンを滴下し攪
拌した後、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルエチルアミンを加え、化合物（１－Ｄ）のテトラヒド
ロフラン溶液を滴下し、その後、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノピリジン（ＤＭＡＰ）のテトラ
ヒドロフラン溶液を滴下することで、例示化合物（１）を得ることができる。
【００７９】
　また、特開２００４－５０５１６号公報の１１～１４頁に記載の棒状芳香族化合物を、
前記Ｒｅ発現剤として用いてもよい。
　また、Ｒｅ発現剤として、一種の化合物を単独で、又は二種類以上の化合物を混合して
用いることができる。Ｒｅ発現剤として互いに異なる二種類以上の化合物を用いると、レ
ターデーションの調整範囲が広がり、容易に所望の範囲に調整できるので好ましい。
　前記Ｒｅ発現剤の添加量はセルロースアシレート１００質量部に対して、０．１～２０
質量％が好ましく、０．５～１０質量％がさらに好ましい。前記セルロースアシレートフ
ィルムをソルベントキャスト法で作製する場合は、前記Ｒｅ発現剤を、ドープ中に添加し
てもよい。添加はいずれのタイミングで行ってもよく、例えば、アルコール、メチレンク
ロライド、ジオキソラン等の有機溶媒にＲｅ発現剤を溶解してから、セルロースアシレー
ト溶液（ドープ）に添加してもよいし、又は直接ドープ組成中に添加してもよい。
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【００８０】
　また、前記第１の光学異方性層用のフィルムの作製にはＲｅ発現剤として２種以上の化
合物を用いてもよい。特に、前記一般式（Ａ）で表される液晶性化合物とともに、下記一
般式（ａ）で表される棒状化合物をＲｅ発現剤として用いるのが好ましい。前記一般式（
Ａ）で表される化合物の割合が、化合物（Ａ）と化合物（ａ）の総質量に対して１０％～
９０％であることが好ましく、２０％～８０％であることがさらに好ましい。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2

　上記一般式（ａ）において、Ａｒ1及びＡｒ2はそれぞれ独立に、芳香族基であり；Ｌ12

及びＬ13はそれぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基であり；Ｘは、１，４－シ
クロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。
　上記一般式（ａ）において、Ａｒ1およびＡｒ2は、それぞれ独立に、芳香族基であり、
Ｌ12およびＬ13は、それぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－または－ＣＯ－Ｏ－基より選ばれる二
価の連結基であり、Ｘは、１，４－シクロへキシレン基、ビニレン基またはエチニレン基
である。
　本明細書において、芳香族基は、アリール基（芳香族性炭化水素基）、置換アリール基
、芳香族性ヘテロ環基および置換芳香族性ヘテロ環基を含む。
　アリール基および置換アリール基の方が、芳香族性ヘテロ環基および置換芳香族性ヘテ
ロ環基よりも好ましい。芳香族性へテロ環基のヘテロ環は、一般には不飽和である。芳香
族性ヘテロ環は、５員環、６員環または７員環であることが好ましく、５員環または６員
環であることがさらに好ましい。芳香族性へテロ環は一般に最多の二重結合を有する。ヘ
テロ原子としては、窒素原子、酸素原子または硫黄原子が好ましく、窒素原子または硫黄
原子がさらに好ましい。
　芳香族基の芳香族環としては、ベンゼン環、フラン環、チオフェン環、ピロール環、オ
キサゾール環、チアゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環、ピリジン環、ピリミジ
ン環およびピラジン環が好ましく、ベンゼン環が特に好ましい。
【００８１】
　置換アリール基および置換芳香族性ヘテロ環基の置換基の例には、ハロゲン原子（Ｆ、
Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）、ヒドロキシル基、カルボキシル基、シアノ基、アミノ基、アルキルア
ミノ基（例、メチルアミノ基、エチルアミノ基、ブチルアミノ基、ジメチルアミノ基）、
ニトロ基、スルホ基、カルバモイル基、アルキルカルバモイル基（例、Ｎ－メチルカルバ
モイル基、Ｎ－エチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基）、スルファモ
イル基、アルキルスルファモイル基（例、Ｎ－メチルスルファモイル基、Ｎ－エチルスル
ファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基）、ウレイド基、アルキルウレイド基
（例、Ｎ－メチルウレイド基、Ｎ，Ｎ－ジメチルウレイド基、Ｎ，Ｎ，Ｎ’－トリメチル
ウレイド基）、アルキル基（例、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル
基、ヘプチル基、オクチル基、イソプロピル基、ｓ－ブチル基、ｔ－アミル基、シクロヘ
キシル基、シクロペンチル基）、アルケニル基（例、ビニル基、アリル基、ヘキセニル基
）、アルキニル基（例、エチニル基、ブチニル基）、アシル基（例、ホルミル基、アセチ
ル基、ブチリル基、ヘキサノイル基、ラウリル基）、アシルオキシ基（例、アセトキシ基
、ブチリルオキシ基、ヘキサノイルオキシ基、ラウリルオキシ基）、アルコキシ基（例、
メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘプチルオキ
シ基、オクチルオキシ基）、アリールオキシ基（例、フェノキシ基）、アルコキシカルボ
ニル基（例、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、プロポキシカルボニル基、
ブトキシカルボニル基、ペンチルオキシカルボニル基、ヘプチルオキシカルボニル基）、
アリールオキシカルボニル基（例、フェノキシカルボニル基）、アルコキシカルボニルア
ミノ基（例、ブトキシカルボニルアミノ基、ヘキシルオキシカルボニルアミノ基）、アル
キルチオ基（例、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ブチルチオ基、ペンチ
ルチオ基、ヘプチルチオ基、オクチルチオ基）、アリールチオ基（例、フェニルチオ基）
、アルキルスルホニル基（例、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、プロピルスル
ホニル基、ブチルスルホニル基、ペンチルスルホニル基、ヘプチルスルホニル基、オクチ
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、ラウリルアミド基）および非芳香族性複素環基（例、モルホリル基、ピラジニル基）が
含まれる。
【００８２】
　置換アリール基および置換芳香族性ヘテロ環基の置換基としては、ハロゲン原子、シア
ノ基、カルボキシル基、ヒドロキシル基、アミノ基、アルキル置換アミノ基、アシル基、
アシルオキシ基、アミド基、アルコキシカルボニル基、アルコキシ基、アルキルチオ基お
よびアルキル基が好ましい。
　アルキルアミノ基、アルコキシカルボニル基、アルコキシ基およびアルキルチオ基のア
ルキル部分とアルキル基とは、さらに置換基を有していてもよい。アルキル部分およびア
ルキル基の置換基の例には、ハロゲン原子、ヒドロキシル、カルボキシル、シアノ、アミ
ノ、アルキルアミノ基、ニトロ、スルホ、カルバモイル、アルキルカルバモイル基、スル
ファモイル、アルキルスルファモイル基、ウレイド、アルキルウレイド基、アルケニル基
、アルキニル基、アシル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基、アルコキシ基、アリール
オキシ基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アルコキシカルボニ
ルアミノ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アルキルスルホニル基、アミド基および
非芳香族性複素環基が含まれる。アルキル部分およびアルキル基の置換基としては、ハロ
ゲン原子、ヒドロキシル、アミノ、アルキルアミノ基、アシル基、アシルオキシ基、アシ
ルアミノ基、アルコキシカルボニル基およびアルコキシ基が好ましい。
【００８３】
　一般式（ａ）において、Ｌ12およびＬ13は、それぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ
－Ｏ－およびそれらの組合せからなる基より選ばれる二価の連結基である。
【００８４】
　一般式（ａ）において、Ｘは、１，４－シクロへキシレン基、ビニレン基またはエチニ
レン基である。
　以下に、一般式（ａ）で表される化合物の具体例を示す。
【００８５】
【化１２】

【００８６】
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【００８７】
【化１４】

【００８８】
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【化１５】

【００８９】
【化１６】
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【００９０】
【化１７】

【００９１】

【化１８】

【００９２】
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【化１９】

【００９３】

【化２０】

【００９４】
　具体例（１）～（３４）、（４１）、（４２）は、シクロヘキサン環の１位と４位とに
二つの不斉炭素原子を有する。ただし、具体例（１）、（４）～（３４）、（４１）、（
４２）は、対称なメソ型の分子構造を有するため光学異性体（光学活性）はなく、幾何異
性体（トランス型とシス型）のみ存在する。具体例（１）のトランス型（１－ｔｒａｎｓ
）とシス型（１－ｃｉｓ）とを、以下に示す。
【００９５】
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【化２１】

【００９６】
　前述したように、棒状化合物は直線的な分子構造を有することが好ましい。そのため、
トランス型の方がシス型よりも好ましい。
　具体例（２）および（３）は、幾何異性体に加えて光学異性体（合計４種の異性体）を
有する。幾何異性体については、同様にトランス型の方がシス型よりも好ましい。光学異
性体については、特に優劣はなく、Ｄ、Ｌあるいはラセミ体のいずれでもよい。
　具体例（４３）～（４５）では、中心のビニレン結合にトランス型とシス型とがある。
上記と同様の理由で、トランス型の方がシス型よりも好ましい。
【００９７】
　溶液の紫外線吸収スペクトルにおいて最大吸収波長（λｍａｘ）が２５０ｎｍより短波
長である棒状化合物を、二種類以上併用してもよい。
　棒状化合物は、文献記載の方法により合成できる。文献としては、Ｍｏｌ．　Ｃｒｙｓ
ｔ．　Ｌｉｑ．　Ｃｒｙｓｔ．，　５３巻、２２９ページ（１９７９年）、同８９巻、９
３ページ（１９８２年）、同１４５巻、１１１ページ（１９８７年）、同１７０巻、４３
ページ（１９８９年）、Ｊ．　Ａｍ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．，　１１３巻、１３４９ペ
ージ（１９９１年）、同１１８巻、５３４６ページ（１９９６年）、同９２巻、１５８２
ページ（１９７０年）、Ｊ．　Ｏｒｇ．　Ｃｈｅｍ．，　４０巻、４２０ページ（１９７
５年）、Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ、４８巻１６号、３４３７ページ（１９９２年）を挙げ
ることができる。
【００９８】
　Ｒｅ発現剤をポリマーを上回る高い配向度で配向させることにより、高Ｒｅを付与する
ことができる。このためには、Ｒｅ発現剤が液晶性を有することが好ましい。Ｒｅ発現剤
として利用する前記液晶性化合物は、所望により添加される他の添加剤とともに、ポリマ
ー組成物（好ましくはセルロースアシレート組成物）中に添加する。より具体的には、Ｒ
ｅ発現剤は、アルコールやメチレンクロライド、ジオキソランの有機溶媒にＲｅ発現剤を
溶解してから、ポリマー溶液（好ましくはセルロースアシレート溶液）中に添加する。全
添加剤に対する液晶性化合物の質量比は４０～１００質量％が好ましく、５０～１００質
量％がさらに好ましい。また、前記液晶性化合物の添加量は、０．１～３０質量％である
のが好ましく、０．５～２０質量％がさらに好ましく、１～１０質量％がよりさらに好ま
しい。
【００９９】
 [フィルムの延伸処理]
　本発明において、第１の光学異方性層として用いられるセルロースアシレートフィルム
は延伸処理を行い製造されることが好ましい。延伸方向は幅方向及び長手方向のいずれで
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も好ましい。
　幅方向に延伸する方法は、例えば、特開昭６２－１１５０３５号、特開平４－１５２１
２５号、同４－２８４２１１号、同４－２９８３１０号、同１１－４８２７１号などの各
公報に記載されている。
【０１００】
　フィルムの延伸は、常温または加熱条件下で実施する。加熱温度は、（フィルムのガラ
ス転移温度＋２０℃）以下であることが好ましい。フィルムは、乾燥中の処理で延伸する
ことができ、特に溶媒が残存する場合は有効である。長手方向の延伸の場合、例えば、フ
ィルムの搬送ローラーの速度を調節して、フィルムの剥ぎ取り速度よりもフィルムの巻き
取り速度の方を速くすると、フィルムを長手方向に延伸できる。幅方向の延伸の場合、フ
ィルムの巾をテンターで保持しながら搬送して、テンターの巾を徐々に広げることによっ
ても、フィルムを幅方向に延伸できる。フィルムの乾燥後に、延伸機を用いて延伸するこ
と（好ましくはロング延伸機を用いる一軸延伸）もできる。
【０１０１】
　溶剤を含有した状態のフィルムを延伸する方法も好ましく用いることができる。この場
合、フィルム中の溶剤含量はフィルム中の全固形分に対して、０質量％以上１００質量％
以下が好ましく、５質量％以上８０質量％以上がさらに好ましい。溶剤を含有した状態で
フィルムを延伸することにより、フィルムの実効ガラス転移温度が低下し、より低い延伸
温度で破断することなく所望の延伸倍率でフィルムを延伸することが可能となる。
【０１０２】
　フィルムの延伸倍率（延伸前のフィルムに対する伸び率）は、１％～２００％が好まし
く、５％～１５０％がさらに好ましい。特に、幅方向に１％～２００％で延伸するのが好
ましく、さらに好ましくは５％～１５０％である。延伸速度は１％/分～１００％/分が好
ましく、５％/分～８０％/分がさらに好ましく、１０％／分～６０％/分がよりさらに好
ましい。
　また、前記延伸セルロースアシレートフィルムは、最大延伸倍率まで延伸した後に、最
大延伸倍率より低い延伸倍率で一定時間保持する工程（以下緩和工程）を経て製造される
ことが好ましい。緩和工程における延伸倍率は最大延伸倍率の５０％～９９％が好ましく
、７０％～９７％がさらに好ましく、９０％～９５％がよりさらに好ましい。また、緩和
工程の時間は１秒～１２０秒が好ましく、５秒～１００秒がより好ましい。
【０１０３】
　緩和工程の延伸倍率及び時間を、上記範囲にすることにより、レターデーション発現剤
の配向度が高まり、高レターデーションで且つ正面および膜厚方向のレターデーションの
変動が小さいセルロースアシレートフィルムが得られる。
【０１０４】
[フィルム物性]
　次に、本発明において、第１の光学異方性層に好ましく用いられるセルロースアシレー
トフィルムの物性について説明する。
（ヘイズ）
　前記セルロースアシレートフィルムのヘイズは、０．０１％以上～０．８％以下である
ことが好ましい。より好ましくは０．０５％以上０．６％以下である。ヘイズが０．８％
を越えると液晶表示装置のコントラストの低下する傾向がある。ヘイズが低いほど光学的
性能が優れるが、原料選択や製造管理も考慮すると上記範囲が好ましい。
　前記一般式（Ａ）で表されるＲｅ発現剤は、フィルムの延伸処理を行っても、フィルム
のヘイズが上昇し難く、特に好ましい。
　なお、ヘイズの測定は、フィルム試料４０ｍｍ×８０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨでヘ
イズメーター（ＨＧＭ－２ＤＰ、スガ試験機）でＪＩＳ　Ｋ－７１３６に従って測定する
ことができる。
【０１０５】
（透過率）
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　フィルムの透過率は、試料１３ｍｍ×４０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨで分光光度計（
Ｕ－３２１０、（株）日立製作所）にて、測定することができる。本発明において、第1
の光学異方性層に好ましく用いられるセルロースアシレートフィルムの波長３８０ｎｍに
おける透過率は、１０％以下が好ましく、５％以下がさらに好ましく、１％以下がよりさ
らに好ましい。また、波長４３０ｎｍにおける透過率は、８０％以上が好ましく、８５％
以上がさらに好ましく、９０％以上がよりさらに好ましい。前記範囲に透過率を制御する
ことにより、該光学異方性層を組み込んだ液晶表示の視角による色味変化を軽減すること
ができる。
【０１０６】
（弾性率、破断点伸度）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムの弾
性率は２０００ＭＰａ以上６０００ＭＰａ以下が好ましく、３０００ＭＰａ以上５５００
ＭＰａ以下がさらに好ましい。また、搬送方向（以下、「ＭＤ方向」と称することがある
）に対するこれと垂直方向（以下、「ＴＤ方向」と称することがある）の弾性率の比（Ｔ
Ｄ／ＭＤ）は、０．１以上１０以下が好ましく、１以上２以下がさらに好ましい。
　また、破断点伸度は、３％以上５０％以上が好ましく、５％以上４０％以下さらに好ま
しい。またＭＤ方向に対するＴＤ方向の破断点伸度の比（ＴＤ/ＭＤ）は、０．１以上５
０以下が好ましく、０．５以上２０以下がさらに好ましい。
　弾性率、破断点伸度は、フィルム試料１０ｍｍ×１５０ｍｍを、２５℃６０％ＲＨで２
時間以上調湿した後、引張り試験機（ストログラフ―R2（東洋精機製））で、チャック間
距離５０ｍｍ、温度２５℃、延伸速度１０ｍｍ／分で行うことより求めることができる。
　弾性率および破断点伸度を上記範囲に制御することにより、偏光板加工適性に優れ、か
つ液晶表示装置に組み込んで長時間連続点灯使用しても、ムラが生じ難いという特長が得
られる。
【０１０７】
（摩擦係数）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムの静
摩擦係数は、０．１以上３．０以下が好ましく、０．２以上２．０以下がより好ましい。
また、動摩擦係数は０．０５以上２．５以下が好ましく、０．１以上１．５以下がより好
ましい。静摩擦係数および動摩擦係数を上記範囲に制御することにより、長尺ロールを安
定に製造することができる。
　なお、フィルムの摩擦係数はＪＩＳ－Ｋ－７１２５（１９８７）に準じ、フィルムの表
裏面が接触するように切り出し、２００ｇの重りを載せ、サンプル移動速度１００ｍｍ／
分、接触面積８０ｍｍ×２００ｍｍの条件で重りを水平に引っ張り、重りが移動する前の
最大荷重（Ｆｓ）および重りが移動中の平均荷重（Ｆｄ）を測定し、下記式より静摩擦係
数および動摩擦係数（μｍ）を求める。
　静摩擦係数＝Ｆｓ（ｇｆ）／重りの重さ（ｇｆ）
　動摩擦係数＝Ｆｄ（ｇｆ）／重りの重さ（ｇｆ）
【０１０８】
（カール）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムは、
湿度によるカール変化が小さいことが好ましい。前記セルロースアシレートフィルムの相
対湿度１％あたりのカール値変化は０．０２以下が好ましく、０．０１５以下がさらに好
ましく、０．０１０以下がよりさらに好ましい。相対湿度１％あたりのカール値変化を上
記範囲にすることにより偏光板加工後に使用環境湿度変化による変形が小さくなり、液晶
表示装置の使用環境の変化に伴う光漏れを防止することができる。
　なお、カール度の測定は該フィルムを幅手方向５０ｍｍ、長手方向２ｍｍに切断し、所
定の湿度で２４時間調湿し、曲率スケールを用いて該フィルムのカール値を測定すること
により求めることができる。カール値は１／Ｒで表され、Ｒは曲率半径で単位はｍを用い
る（ＪＩＳ　Ｋ７６１９参照）。
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【０１０９】
　湿度によるカール変化はフィルム中の添加剤濃度分布を調節することにより制御するこ
とができる。添加剤の濃度分布は以下の方法により測定することができる。
　延伸前のフィルムのｘｚ平面と平行な断面について、製膜時の支持体側から空気界面側
にかけて５等分してそれぞれの箇所を飛行時間型二次イオン質量分析計（ＴＯＦ－ＳＩＭ
Ｓ）で測定する。セルロースアシレートの分解物由来の正イオンピークｍ／Ｚ＝１０９（
Ｃ6Ｈ5Ｏ2

+）と、添加剤の（分子＋Ｈ+)イオンのピークとの強度比をとることにより、添
加剤濃度分布を求める。
　前記一般式（Ａ）で表されるＲｅ発現剤は、後述する一般式（Ｉ）で表されるＲｔｈ発
現剤よりも製膜時の支持体側の濃度が高くなる特徴を有しており、両者を併用すると添加
剤のフィルム厚み方向における濃度分布の調節が容易となり、湿度によるカール変化を低
減する上で特に好ましい。
【０１１０】
（ガラス転移温度）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムのガ
ラス転移温度（以下Ｔgと称す場合がある）は、１３０℃以上２００℃以下が好ましく、
１５０℃以上１８０℃以下がさらに好ましい。セルロースアシレートフィルムのガラス転
移温度を上記範囲に制御することによる熱による寸度変化が小さく、かつ加工適性に優れ
たフィルムが得られる。
　なお、フィルムのＴｇは以下の方法により測定できる。フィルム試料５ｍｍ×３０ｍｍ
を、２５℃６０％ＲＨで２時間以上調湿した後に、動的粘弾性測定装置（バイブロン：DV
A-225（アイティー計測制御株式会社製））で、つかみ間距離２０ｍｍ、昇温速度２℃／
分、測定温度範囲３０℃～２００℃、周波数１Ｈｚで測定する。縦軸に対数軸で貯蔵弾性
率、横軸に線形軸で温度（℃）をとった時に、貯蔵弾性率が固体領域からガラス転移領域
へ移行する際に見受けられる貯蔵弾性率の急激な減少を固体領域で直線１を引き、ガラス
転移領域で直線２を引く。この直線１と直線２の交点は、昇温時に貯蔵弾性率が急激に減
少しフィルムが軟化し始める温度、即ち、ガラス転移領域に移行し始める温度であり、こ
れをガラス転移温度Ｔｇ（動的粘弾性）とする。
【０１１１】
（熱膨張係数）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムの熱
膨張係数は１０ｐｐｍ／℃以上１００ｐｐｍ／℃以下が好ましく、１５ｐｐｍ／℃以上８
０ｐｐｍ／℃以下がさらに好ましく、２０ｐｐｍ／℃以上６０ｐｐｍ／℃以下がよりさら
に好ましい。熱膨張係数が前記範囲となることにより、光学異方性層が組み込まれた液晶
表示装置を連続点灯した場合の、表示ムラの発生を抑制できる。
　なお、フィルムの熱膨張係数は熱機械測定装置で一定荷重で昇温させた場合の温度あた
りの寸度変化として測定することができる。
【０１１２】
（寸度変化）
　本発明において、第１の光学異方性層に用いられるセルロースアシレートフィルムの寸
度変化率は、小さいのが好ましい。具体的には、６０℃９０％ＲＨ１００時間処理前後で
の寸度変化率は０．１０％以下が好ましく、０．０５％以下がさらに好ましい。また、８
０℃１０％ＲＨ２４時間処理前後での寸度変化率は０．１０％以下が好ましく、０．０５
％以下がさらに好ましい。また、ＭＤ方向に対するＴＤ方向の寸度変化率の絶対値の比（
ＭＤ/ＴＤ）は０．１以上１００以下が好ましい。寸度変化率を上記範囲にすることによ
り偏光板加工後に使用環境湿度変化による変形が小さくなり、液晶表示装置の使用環境の
変化に伴う光漏れが防止することができる。
　なお、寸度変化率は、以下のようにして算出することができる。まず、フィルム試料３
０ｍｍ×１２０ｍｍを２枚用意し、２５℃、６０％ＲＨで２４時間調湿し、ピンゲージ（
ミツトヨ（株）製　ＥＦ－ＰＨ）にて、両端に６ｍｍφの穴を１００ｍｍの間隔で開け、
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パンチ間隔の原寸（Ｌ０）とする。１枚の試料をＥＳＰＥＣ製　temp.  ＆　humid.　Cha
mber  ＰＲ－４５にて、６０℃９０％ＲＨ２４時間処理した後のパンチ間隔の寸法（Ｌ１
）を測定し、もう１枚の試料をヤマト製　constant　temperature  oven  DN64にて、８
０℃１０％ＲＨ２４時間処理した後のパンチ間隔の寸法（Ｌ２）を測定する。なお、本発
明における寸度変化率は、すべての間隔の測定において最小目盛り１／１０００ｍｍまで
測定した値とする。下記式によりそれぞれの条件における寸法変化率を求めることができ
る。
　６０℃９０％ＲＨでの寸法変化率＝｛（Ｌ０－Ｌ１）／Ｌ０｝×１００
　８０℃１０％ＲＨでの寸度変化率＝｛（Ｌ０－Ｌ２）／Ｌ０｝×１００
【０１１３】
（膜厚変動）
　本発明において、第１の光学異方性層に使用されるセルロースアシレートフィルムは、
平面性に優れているのが好ましい。具体的には、膜厚の最大高低差（Ｐ－Ｖ値）が１μｍ
以下あり、且つ下記式で表される膜厚のＲＭＳ値が０．０７μｍ以下であることが好まし
い。膜厚のＰ－Ｖ値は、０．８μｍ以下であるのがより好ましく、０．６μｍ以下である
のがさらに好ましく、０．４μｍ以下であるのがよりさらに好ましい。また、膜厚のＲＭ
Ｓ値は、０．０６μｍ以下であるのがより好ましく、０．０５μｍ以下であるのがよりさ
らに好ましく、０．０４μｍ以下であるのがよりさらに好ましい。前記範囲のＰ－Ｖ値及
びＲＭＳ値を有するフィルムは、平面性に優れ、偏光板等に貼り合わせる際に、ムラが生
じ難く、かかるフィルムを用いると、ムラのないパネルを提供することができる。
【０１１４】

【数３】

【０１１５】
　なお、膜厚の最大高低差（Ｐ－Ｖ値）および膜厚のＲＭＳ値は、ＦＵＪＩＮＯＮ 縞解
析装置（ＦＸ－０３）により測定できる。測定面積はφ＝６０ｍｍの範囲とする。
【０１１６】
（配向角度変動）
　本発明において、第１の光学異方性層に使用されるセルロースアシレートフィルムは、
６０ｍｍ×６０ｍｍの範囲内における配向角分布の最大値と最小値の差が、０．４０度以
下であることが好ましく、より好ましくは０．３０度以下であり、さらに好ましくは０．
２０度以下であり、よりさらに好ましくは０．１０度以下である。このように、微小領域
における配向角分布を改良したフィルムは、クロスニコル観察時におけるムラを著しく軽
減することができ、かかるフィルムを用いるとムラのないパネルを提供することができる
。
　なお、本発明において「配向角度」とは、フィルム面内の特定方向を基準として、これ
とポリマーフィルムの配向方向の角度を指すものではない。しかし「配向角度の最大値と
最小値の差」という言う場合においては、任意ではあるが共通の方向を基準とし、これと
ポリマーフィルムの配向方向とのなす角度の最大値と最小値の差を意味するものであるた
め、一義的にその値を決定することができる。
　また、本発明においてポリマーフィルムの配向角分布は、OPTIPRO(ＸＹ走査ステージ、
ハロゲンランプ光＋５５０ｎｍ干渉フィルター)により測定する。この時測定面積は６０
ｍｍ×６０ｍｍとし、口径３ｍｍのビームを用いて４ｍｍ間隔で測定を行う。
【０１１７】
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　本発明において、第1の光学異方性層に使用されるセルロースアシレートの光弾性係数
は、搬送方向およびこれと垂直な方向ともに、２５×１０-8ｃｍ2／Ｎ以下が好ましく、
１８×１０-8ｃｍ2／Ｎがさらに好ましい。光弾性係数はエリプソメーターにより求める
ことができる。光弾性係数を上記範囲に制御することにより、光学異方性層をくみこんだ
液晶表示装置を連続点灯した場合の表示ムラを防止することができる。
【０１１８】
［Ｒｔｈ発現剤］
　第２の光学異方性層としての条件を満足するフィルム（好ましくはセルロースアシレー
トフィルム）を作製するために、フィルム中に、Ｒｔｈ発現剤を添加するのが好ましい。
ここで、「Ｒｔｈ発現剤」とはフィルムの厚み方向に複屈折を発現する性質を有する化合
物である。
【０１１９】
　前記Ｒｔｈ発現剤としては、２５０ｎｍ～３８０ｎｍの波長範囲に吸収極大を有する分
極率異方性の大きい化合物が好ましい。前記Ｒｔｈ発現剤としては、下記一般式（Ｉ）で
表される化合物を特に好ましく使用できる。
【０１２０】
【化２２】

【０１２１】
　式中、Ｘ1は、単結合、－ＮＲ4－、－Ｏ－又はＳ－であり；Ｘ2は、単結合、－ＮＲ5－
、－Ｏ－又はＳ－であり；Ｘ3は、単結合、－ＮＲ6－、－Ｏ－又はＳ－である。また、Ｒ
1、Ｒ2、及びＲ3は、それぞれ独立に、アルキル基、アルケニル基、芳香族環基又は複素
環基であり；Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アルケニル
基、アリール基又は複素環基である。
【０１２２】
　以下に前記一般式（Ｉ）で表される化合物の好ましい例（Ｉ－（１）～ＩＶ－（１０）
）を下記に示すが、本発明はこれらの具体例に限定されるものではない。
【０１２３】
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【化２３】

【０１２４】
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【化２４】

【０１２５】
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【０１２６】
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【０１２７】
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【０１２８】
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【０１２９】
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【化３５】

【０１３６】
　前記Ｒｔｈ発現剤としては下記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物も好ましい。以下に
一般式（ＩＩＩ）の化合物に関して詳細に説明する
【０１３７】

【化３６】

【０１３８】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ2、Ｒ4、Ｒ5はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表し、Ｒ1

1、Ｒ13はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単
結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａｒ2は
アリール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａ
ｒ1はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なって
おり、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１３９】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ2、Ｒ4、Ｒ5はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表す。前
記置換基としては後述の置換基Ｔが適用できる。
【０１４０】
　一般式（ＩＩＩ）におけるＲ2として好ましくは、水素原子、アルキル基、アルコキシ
基、アミノ基、水酸基であり、より好ましくは、水素原子、アルキル基、アルコキシ基で
あり、更に好ましくは水素原子、アルキル基（好ましくは炭素数１～４、より好ましくは
メチル基である。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～１２、より好ましくは炭素数
１～８、更に好ましくは炭素数１～６、特に好ましくは炭素数１～４）である。特に好ま
しくは水素原子、メチル基、メトキシ基であり、最も好ましくは水素原子である。
【０１４１】
　一般式（ＩＩＩ）におけるＲ4として好ましくは、水素原子又は電子供与性基であり、
より好ましくは水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アミノ基、水酸基であり、更に好
ましくは、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基（好ま
しくは炭素数１～１２、より好ましくは炭素数１～８、更に好ましくは炭素数１～６、特
に好ましくは炭素数１～４）であり、特に好ましくは水素原子、炭素数１～４のアルキル
基、炭素数１～４のアルコキシ基であり、最も好ましくは水素原子、メトキシ基である。
【０１４２】
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　一般式（ＩＩＩ）におけるＲ5として好ましくは、水素原子、ハロゲン原子、アルキル
基、アルコキシ基、アミノ基、水酸基であり、より好ましくは、水素原子、アルキル基、
アルコキシ基であり、更に好ましくは水素原子、アルキル基（好ましくは炭素数１～４よ
り好ましくはメチル基である。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～１２、より好ま
しくは炭素数１～８、更に好ましくは炭素数１～６特に好ましくは炭素数１～４）である
。特に好ましくは水素原子、メチル基、メトキシ基である。最も好ましくは水素原子であ
る。
【０１４３】
　一般式（ＩＩＩ）におけるＲ11、Ｒ13はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し
、Ｒ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない
。ここでヘテロ原子とは水素原子、炭素原子以外の原子のことを表し、酸素原子、窒素原
子、硫黄原子、リン、ケイ素、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）、ホウ素などが挙げ
られる。
　Ｒ11、Ｒ13で表されるアルキル基としては、直鎖、分岐、又は環状であって、置換もし
くは無置換のアルキル基を表し、好ましくは置換もしくは無置換の炭素数１～３０のアル
キル基、炭素数３～３０の置換もしくは無置換のシクロアルキル基、炭素数５～３０の置
換もしくは無置換のビシクロアルキル基（つまり、炭素数５～３０のビシクロアルカンか
ら水素原子を一個取り去った一価の基。）、更に環構造が多いトリシクロ構造などが挙げ
られる。
【０１４４】
　Ｒ11、Ｒ13で表されるアルキル基の好ましい例としては、メチル、エチル、ｎ－プロピ
ル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル、ｎ－ペンチル基、ｉｓｏ
－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｔｅｒｔ－オクチル
基、２－エチルヘキシル基、ｎ－ノニル基、１，１，３－トリメチルヘキシル基、ｎ－デ
シル基、２－ヘキシルデシル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、２－ヘキセニル
基、オレイル基、リノレイル基、リノレニル基等を挙げることができる。また、シクロア
ルキル基としては、シクロヘキシル、シクロペンチル、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル
、ビシクロアルキル基としては、ビシクロ［１，２，２］ヘプタン－２－イル、ビシクロ
［２，２，２］オクタン－３－イルなどを挙げることができる。
【０１４５】
　Ｒ11として更に好ましくは水素原子、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロ
ピル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくはメチル基であ
る。
　Ｒ13として特に好ましくは、炭素原子２個以上を含むアルキル基であり、より好ましく
は炭素原子３個以上を含むアルキル基である。分岐又は環状構造をもったものは特に好ま
しく用いられる。
【０１４６】
　以下にＲ13で表されるアルキル基の具体例（Ｏ－１～Ｏ－２０）を挙げて説明するが、
本発明は以下の具体例によって何ら限定されることはない。尚、下記具体例中、「＃」は
酸素原子側を意味する。
【０１４７】
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【化３７】

【０１４８】
　一般式（ＩＩＩ）におけるＡｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、繰り返し
単位中のＡｒ1は、すべて同一であっても異なっていてもよい。また、Ａｒ2はアリール基
又は芳香族へテロ環を表す。
　一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1で表されるアリーレン基として好ましくは炭素数６～３０
のアリーレン基であり、単環であってもよいし、さらに他の環と縮合環を形成してもよい
。また、可能な場合には置換基を有してもよく、置換基としては後述の置換基Ｔが適用で
きる。Ａｒ1で表されるアリーレン基としてより好ましくは炭素数６～２０、特に好まし
くは炭素数６～１２であり、例えばフェニレン基、ｐ－メチルフェニレン基、ナフチレン
基などが挙げられる。
　一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ2で表されるアリール基として好ましくは炭素数６～３０の
アリール基であり、単環であってもよいし、さらに他の環と縮合環を形成してもよい。ま
た、可能な場合には置換基を有してもよく、置換基としては後述の置換基Ｔが適用できる
。Ａｒ2で表されるアリール基としてより好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭
素数６～１２であり、例えばフェニル基、ｐ－メチルフェニル基、ナフチル基などが挙げ
られる。
【０１４９】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1、Ａｒ2で表される芳香族ヘテロ環は、酸素原子、窒素原子
又は硫黄原子のうち少なくとも１つを含む芳香族ヘテロ環であることができ、好ましくは
５～６員環の酸素原子、窒素原子又は硫黄原子のうち少なくとも１つを含む芳香族ヘテロ
環である。また、可能な場合にはさらに置換基を有してもよい。置換基としては後述の置
換基Ｔが適用できる。
【０１５０】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1、Ａｒ2で表される芳香族ヘテロ環の具体例としては、例え
ば、フラン、ピロール、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリジン、ピラジン、
ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、プリン、チアゾリ
ン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキサジアゾール、キ
ノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キナゾリン、シンノ
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リン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テトラゾール、ベンズ
イミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリアゾール、テトラザ
インデン、ピロロトリアゾール、ピラゾロトリアゾールなどが挙げられる。芳香族ヘテロ
環として好ましいものは、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール
、ベンゾトリアゾールである。
【０１５１】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単結合、又は２価の連結基を表す。Ｌ
1、Ｌ2は、同じであってもよく異なっていてもよい。また、繰り返し単位中のＬ2は、す
べて同一であっても異なっていてもよい。
　前記二価の連結基として好ましいものは、－Ｏ－、－ＮＲ―（Ｒは水素原子又は置換基
を有してもよいアルキル基又はアリール基をあらわす）、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、－Ｓ－
、アルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、置換アルケニレン基、アルキニレ
ン基及びこれらの二価の基を２つ以上組み合わせて得られる基であり、その内より好まし
いものは－Ｏ－、－ＮＲ－、－ＣＯ－、－ＳＯ2ＮＲ－、－ＮＲＳＯ2－、－ＣＯＮＲ－、
－ＮＲＣＯ－、－ＣＯＯ－、及びＯＣＯ－、アルキニレン基である。Ｒは好ましくは水素
原子を表す。
【０１５２】
　本発明における一般式（ＩＩＩ）で表される化合物において、Ａｒ1はＬ1及びＬ2と結
合するが、Ａｒ1がフェニレン基である場合、Ｌ1-Ａｒ1－Ｌ2、及びＬ2-Ａｒ1－Ｌ2は互
いにパラ位（１，４－位）の関係にあることが特に好ましい。
【０１５３】
　一般式（ＩＩＩ）中、ｎは３以上の整数を表し、好ましくは３～７であり、より好まし
くは３～６であり、さらに好ましくは３～５である。
【０１５４】
　前記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物としては、下記一般式（ＩＶ）及び（Ｖ）で表
される化合物を特に好ましく用いることができる。
【０１５５】
【化３８】

【０１５６】
　一般式（ＩＶ）中、Ｒ2、Ｒ5は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11、
Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞれ独立に
、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａ
ｒ2はアリール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2

、Ａｒ1はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異な
っており、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１５７】
　一般式（ＩＶ）中、Ｒ2、Ｒ5、Ｒ11、Ｒ13は一般式（ＩＩＩ）におけるそれらと同義で
あり、また好ましい範囲も同様である。また、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、Ａｒ2についても一般式
（ＩＩＩ）におけるそれらと同義であり、好ましい範囲も同様である。
【０１５８】
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【化３９】

【０１５９】
　一般式（Ｖ）中、Ｒ2、Ｒ5はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表し、Ｒ11、Ｒ13、
Ｒ14はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単結合
又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａｒ2はアリ
ール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａｒ1は
それぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており、
Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１６０】
　一般式（Ｖ）中、Ｒ2、Ｒ5、Ｒ11、Ｒ13は一般式（ＩＩＩ）におけるそれらと同義であ
り、また好ましい範囲も同様である。また、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、Ａｒ2は一般式（ＩＩＩ）
におけるそれらと同義であり、好ましい範囲も同様である。
　一般式（Ｖ）において、Ｒ14は水素原子又はアルキル基を表し、アルキル基としてはＲ
11、Ｒ13の好ましい例として示したアルキル基が好ましく用いられる。前記Ｒ14として好
ましくは、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、より好ましくは水素原子又は
炭素数１～３のアルキル基であり、さらに好ましくはメチル基である。Ｒ11とＲ14とは同
一であってもよいし異なっていてもよいが、ともにメチル基であることが特に好ましい。
【０１６１】
　また、前記一般式（Ｖ）で表される化合物としては、一般式（Ｖ―Ａ）もしくは一般式
（Ｖ－Ｂ）で表される化合物も好ましい。
【０１６２】

【化４０】

【０１６３】
　一般式（Ｖ－Ａ）中、Ｒ2、Ｒ5は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11

、Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞれ独立
に、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、
ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａｒ2はそれぞれ同一であっても異なってい
てもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ
原子を含まない。
【０１６４】
　一般式（Ｖ―Ａ）中、Ｒ2、Ｒ5、Ｒ11、Ｒ13、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、ｎは一般式（ＩＩＩ
）におけるそれらと同義であり、また好ましい範囲も同様である。
【０１６５】
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【化４１】

【０１６６】
　一般式（Ｖ－Ｂ）中、Ｒ2、Ｒ5は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11

、Ｒ13、Ｒ14は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞ
れ独立に、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を
表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ1、Ａｒ2はそれぞれ同一であっても異な
っていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基は
へテロ原子を含まない。
【０１６７】
　一般式（Ｖ―Ｂ）中、Ｒ2、Ｒ5、Ｒ11、Ｒ13、Ｒ14、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、ｎは一般式（
ＩＩＩ）及び（Ｖ）におけるそれらと同義であり、また好ましい範囲も同様である。
【０１６８】
　以下に前述の置換基Ｔについて説明する。
　置換基Ｔとして好ましくはハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、
ヨウ素原子）、アルキル基（好ましくは炭素数１～３０のアルキル基、例えばメチル基、
エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基、ｎ－オクチル基、２－エチ
ルヘキシル基）、シクロアルキル基（好ましくは、炭素数３～３０の置換又は無置換のシ
クロアルキル基、例えば、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、４－ｎ－ドデシルシク
ロヘキシル基）、ビシクロアルキル基（好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換の
ビシクロアルキル基、つまり、炭素数５～３０のビシクロアルカンから水素原子を一個取
り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［１，２，２］ヘプタン－２－イル、ビシク
ロ［２，２，２］オクタン－３－イル）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～３０の置
換又は無置換のアルケニル基、例えば、ビニル基、アリル基）、シクロアルケニル基（好
ましくは、炭素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルケニル基、つまり、炭素数３～
３０のシクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、２－シクロ
ペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル）、ビシクロアルケニル基（置換又
は無置換のビシクロアルケニル基、好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシ
クロアルケニル基、つまり二重結合を一個持つビシクロアルケンの水素原子を一個取り去
った一価の基である。例えば、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－１－イル、ビ
シクロ［２，２，２］オクト－２－エン－４－イル）、アルキニル基（好ましくは、炭素
数２～３０の置換又は無置換のアルキニル基、例えば、エチニル基、プロパルギル基）、
アリール基（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリール基、例えばフェニル
基、ｐ－トリル基、ナフチル基）、ヘテロ環基（好ましくは５又は６員の置換又は無置換
の、芳香族又は非芳香族のヘテロ環化合物から一個の水素原子を取り除いた一価の基であ
り、さらに好ましくは、炭素数３～３０の５又は６員の芳香族のヘテロ環基である。例え
ば、２－フリル基、２－チエニル基、２－ピリミジニル基、２－ベンゾチアゾリル基）、
【０１６９】
シアノ基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基（好ましくは、炭
素数１～３０の置換又は無置換のアルコキシ基、例えば、メトキシ基、エトキシ基、イソ
プロポキシ基、ｔ－ブトキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２－メトキシエトキシ基）、ア
リールオキシ基（好ましくは、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールオキシ基、例
えば、フェノキシ基、２－メチルフェノキシ基、４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ基、３
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－ニトロフェノキシ基、２－テトラデカノイルアミノフェノキシ基）、シリルオキシ基（
好ましくは、炭素数３～２０のシリルオキシ基、例えば、トリメチルシリルオキシ基、ｔ
ｅｒｔ－ブチルジメチルシリルオキシ基）、ヘテロ環オキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のヘテロ環オキシ基、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ基、
２－テトラヒドロピラニルオキシ基）、アシルオキシ基（好ましくはホルミルオキシ基、
炭素数２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニルオキシ基、炭素数６～３０の置換
又は無置換のアリールカルボニルオキシ基、例えば、ホルミルオキシ基、アセチルオキシ
基、ピバロイルオキシ基、ステアロイルオキシ基、ベンゾイルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェニルカルボニルオキシ基）、カルバモイルオキシ基（好ましくは、炭素数１～３０の置
換又は無置換のカルバモイルオキシ基、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ基
、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイルオキシ基、モルホリノカルボニルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジ
－ｎ－オクチルアミノカルボニルオキシ基、Ｎ－ｎ－オクチルカルバモイルオキシ基）、
アルコキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキ
シカルボニルオキシ基、例えばメトキシカルボニルオキシ基、エトキシカルボニルオキシ
基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルオキシ基、ｎ－オクチルカルボニルオキシ基）、アリ
ールオキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルオキシ基、例えば、フェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－ｎ－ヘキサデシルオキシフェノキシカルボニルオキシ
基）、
【０１７０】
アミノ基（好ましくは、アミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルアミノ基
、炭素数６～３０の置換又は無置換のアニリノ基、例えば、アミノ基、メチルアミノ基、
ジメチルアミノ基、アニリノ基、Ｎ－メチル－アニリノ基、ジフェニルアミノ基）、アシ
ルアミノ基（好ましくは、ホルミルアミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキ
ルカルボニルアミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールカルボニルアミノ基
、例えば、ホルミルアミノ基、アセチルアミノ基、ピバロイルアミノ基、ラウロイルアミ
ノ基、ベンゾイルアミノ基）、アミノカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数１～３０
の置換又は無置換のアミノカルボニルアミノ基、例えば、カルバモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアミノカルボニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノカルボニルアミノ基、モ
ルホリノカルボニルアミノ基）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～
３０の置換又は無置換アルコキシカルボニルアミノ基、例えば、メトキシカルボニルアミ
ノ基、エトキシカルボニルアミノ基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ基、ｎ－オク
タデシルオキシカルボニルアミノ基、Ｎ－メチルーメトキシカルボニルアミノ基）、アリ
ールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルアミノ基、例えば、フェノキシカルボニルアミノ基、ｐ－クロロフェ
ノキシカルボニルアミノ基、ｍ－ｎ－オクチルオキシフェノキシカルボニルアミノ基）、
スルファモイルアミノ基（好ましくは、炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイ
ルアミノ基、例えば、スルファモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスルホニルアミ
ノ基、Ｎ－ｎ－オクチルアミノスルホニルアミノ基）、アルキル及びアリールスルホニル
アミノ基（好ましくは炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニルアミノ、炭
素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルホニルアミノ基、例えば、メチルスルホニ
ルアミノ基、ブチルスルホニルアミノ基、フェニルスルホニルアミノ基、２，３，５－ト
リクロロフェニルスルホニルアミノ基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノ基）、メル
カプト基、アルキルチオ基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルチ
オ基、例えばメチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－ヘキサデシルチオ基）、アリールチオ基
（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールチオ基、例えば、フェニルチオ
基、ｐ－クロロフェニルチオ基、ｍ－メトキシフェニルチオ基）、ヘテロ環チオ基（好ま
しくは炭素数２～３０の置換又は無置換のヘテロ環チオ基、例えば、２－ベンゾチアゾリ
ルチオ基、１－フェニルテトラゾール－５－イルチオ基）、
【０１７１】
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スルファモイル基（好ましくは炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイル基、例
えば、Ｎ－エチルスルファモイル基、Ｎ－（３－ドデシルオキシプロピル）スルファモイ
ル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基、Ｎ－アセチルスルファモイル基、Ｎ－ベンゾ
イルスルファモイル基、Ｎ－（Ｎ’フェニルカルバモイル）スルファモイル基）、スルホ
基、アルキル及びアリールスルフィニル基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置
換のアルキルスルフィニル基、６～３０の置換又は無置換のアリールスルフィニル基、例
えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ｐ－メ
チルフェニルスルフィニル基）、アルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素
数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニル基、６～３０の置換又は無置換のアリ
ールスルホニル基、例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、フェニルスルホ
ニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニル基）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数
２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニル基、炭素数７～３０の置換又は無置換の
アリールカルボニル基、例えば、アセチル基、ピバロイルベンゾイル基）、アリールオキ
シカルボニル基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリールオキシカルボ
ニル基、例えば、フェノキシカルボニル基、ｏ－クロロフェノキシカルボニル基、ｍ－ニ
トロフェノキシカルボニル基、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシカルボニル基）、アルコ
キシカルボニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニル
基、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボ
ニル基、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル基）、カルバモイル基（好ましくは、炭素数
１～３０の置換又は無置換のカルバモイル基、例えば、カルバモイル基、Ｎ－メチルカル
バモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチルカルバモイル
基、Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル基）、アリール及びヘテロ環アゾ基（好まし
くは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールアゾ基、炭素数３～３０の置換又は無置
換のヘテロ環アゾ基、例えば、フェニルアゾ基、ｐ－クロロフェニルアゾ基、５－エチル
チオ－１，３，４－チアジアゾール－２－イルアゾ基）、イミド基（好ましくは、Ｎ－ス
クシンイミド基、Ｎ－フタルイミド基）、ホスフィノ基（好ましくは、炭素数２～３０の
置換又は無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホスフィノ基、ジフェニルホスフィノ
基、メチルフェノキシホスフィノ基）、ホスフィニル基（好ましくは、炭素数２～３０の
置換又は無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィニル基、ジオクチルオキシホスフィ
ニル基、ジエトキシホスフィニル基）、ホスフィニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のホスフィニルオキシ基、例えば、ジフェノキシホスフィニルオキ
シ基、ジオクチルオキシホスフィニルオキシ基）、ホスフィニルアミノ基（好ましくは、
炭素数２～３０の置換又は無置換のホスフィニルアミノ基、例えば、ジメトキシホスフィ
ニルアミノ基、ジメチルアミノホスフィニルアミノ基）、シリル基（好ましくは、炭素数
３～３０の置換又は無置換のシリル基、例えば、トリメチルシリル基、ｔｅｒｔ－ブチル
ジメチルシリル基、フェニルジメチルシリル基）を表わす。
【０１７２】
　上記の置換基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去りさらに上記の基で置換
されていてもよい。そのような官能基の例としては、アルキルカルボニルアミノスルホニ
ル基、アリールカルボニルアミノスルホニル基、アルキルスルホニルアミノカルボニル基
、アリールスルホニルアミノカルボニル基が挙げられ、具体例としては、メチルスルホニ
ルアミノカルボニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノカルボニル基、アセチルア
ミノスルホニル基、ベンゾイルアミノスルホニル基が挙げられる。
【０１７３】
　また、置換基が二つ以上ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には
互いに連結して環を形成してもよい。
【０１７４】
　一般式（Ｖ－Ａ）で表される化合物として好ましいものは、Ｒ11がいずれもメチル基で
あり、Ｒ2、Ｒ5がいずれも水素原子であり、Ｒ13が炭素原子３個以上をもつアルキル基で
あり、Ｌ1が、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＮＲ－、－ＳＯ2ＮＲ－、－ＮＲＳＯ2－、
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子、置換基を有してもよいアルキル基、アリール基を表す。好ましくは水素原子である。
）であり、Ｌ2が－Ｏ－又はＮＲ－（Ｒは水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、
アリール基を表す。好ましくは水素原子である。）であり、Ａｒ1がアリーレン基であり
、ｎが３～６であるものを挙げることができる。
【０１７５】
　以下に一般式（Ｖ－Ａ）及び（Ｖ－Ｂ）で表される化合物に関して具体例をあげて詳細
に説明するが、本発明は以下の具体例によって何ら限定されることはない。
【０１７６】
【化４２】

【０１７７】
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【０１７８】
【化４４】

【０１７９】



(62) JP 2009-48157 A 2009.3.5

10

20

30

40

【化４５】

【０１８０】
【化４６】

【０１８１】
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【化４８】

【０１８３】
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【化４９】

【０１８４】
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物はまず置換安息香酸を合成した後に、この置換安息
香酸とフェノール誘導体もしくはアニリン誘導体との一般的なエステル反応もしくはアミ
ド化反応によって合成でき、エステル結合、アミド結合形成反応であればどのような反応
を用いてもよい。例えば、置換安息香酸を酸ハロゲン化物に官能基変換した後、フェノー
ル誘導体もしくはアニリン誘導体と縮合する方法、縮合剤あるいは触媒を用いて置換安息
香酸とフェノール誘導体もしくはアニリン誘導体を脱水縮合する方法などが挙げられる。
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物の製造方法としては、製造プロセス等を考慮すると
置換安息香酸を酸ハロゲン化物に官能基変換した後、フェノール誘導体もしくはアニリン
誘導体と縮合する方法が好ましい。
【０１８５】
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物の製造方法においては、反応溶媒として、炭化水素
系溶媒（好ましくはトルエン、キシレンが挙げられる。）、エーテル系溶媒（好ましくは
ジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサンなどが挙げられる）、ケトン系溶媒
、エステル系溶媒、アセトニトリル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなど
を用いることができる。これらの溶媒は単独でも数種を混合して用いてもよく、前記溶媒
として好ましくはトルエン、アセトニトリル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトア
ミドである。
【０１８６】
　反応温度としては、好ましくは０～１５０℃、より好ましくは０～１００℃、更に好ま
しくは０～９０℃であり、特に好ましくは２０℃～９０℃である。
　また、本反応には塩基を用いないのが好ましい。塩基を用いる場合には有機塩基、無機
塩基のどちらでもよく、好ましくは有機塩基であり、ピリジン、３級アルキルアミン（好
ましくはトリエチルアミン、エチルジイソプルピルアミンなどが挙げられる）である。
【０１８７】
　一般式（Ｖ－Ａ）及び（Ｖ－Ｂ）で表される化合物は、公知の方法で合成することがで
き、例えば、ｎ＝４である化合物の場合、下記構造Ａを有する原料化合物と水酸基、アミ
ノ基等の反応性部位を有する誘導体との反応により得られた下記中間体Ｂ　２分子を、下
記化合物Ｃ　１分子により連結することによって得ることができる。ただし、一般式（Ｖ
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【０１８８】
【化５０】

【０１８９】
　式中、Ａは水酸基、ハロゲン原子等の反応性基を表し、Ｒ11、Ｒ2、Ｒ13、及びＲ5は先
に記載した通りであり、Ｒ4は水素原子もしくは前述のＯＲ14で表される置換基である。
【０１９０】

【化５１】

【０１９１】
　式中、Ａ’はカルボキシル基等の反応性基を表し、Ｒ11、Ｒ2、Ｒ13、Ｒ4、Ｒ5、Ａｒ1

、及びＬ1は先に記載した通りである。
【０１９２】

【化５２】

【０１９３】
　式中、Ｂ及びＢ’は水酸基、アミノ基等の反応性基を表し、Ａｒ2及びＬ2は先に記載し
たＡｒ1、Ｌ1と同義である。
【０１９４】
　上記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）で表される本発明におけるＲｔｈ発現剤のセル
ロースアシレート１００質量部に対する含有量は０．１～３０質量％が好ましく、１～２
５質量％がさらに好ましく、３～１５質量％がよりさらに好ましい。
　前記セルロースアシレートフィルムをソルベントキャスト法により製造する場合は、前
記Ｒｔｈ発現剤をドープ中に添加してもよい。前記Ｒｔｈ発現剤を添加するタイミングに
ついて特に制限はなく、アルコール、メチレンクロライド、ジオキソラン等の有機溶媒に
Ｒｔｈ発現剤を溶解してから、セルロースアシレート溶液（ドープ）に添加するか、又は
直接ドープ組成中に添加してもよい。
【０１９５】
　第２の光学異方性層に用いるＲｔｈ発現剤として、下記式（Ｘ）で表される化合物を用
いるのも好ましい。下記式（Ｘ）で表される化合物はＲｔｈを発現させるとともに、発現
されたＲｔｈは順分散波長依存性を示す。
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【化５３】

【０１９６】
　式中、ｎは１または２の整数を示す。Ｒ1とＲ2は各々水素原子、炭素数１～２０のアル
キル基、又は炭素数６～２０のアリール基を表し、さらにＲ1とＲ2は互いに同一もしくは
異なっていてもよいが、同時に水素原子を表すことはない、さらにＲ1とＲ2は結合して一
体化してもよくその場合は環状アミノ基を形成するのに必要な原子段を表す。Ｒ3はカル
ボキシル基、－ＣＯＯＲ5、－ＣＯＲ5、または－ＳＯ2Ｒ

5を表し、Ｒ4はカルボキシル基
、－ＣＯＯＲ6、または－ＣＯＲ6を表し、Ｒ5とＲ6は各々炭素数１～２０のアルキル基、
又は炭素数６～２０のアリール基を表し、さらにＲ5とＲ6は結合してもよく、一体化した
場合は、１，３－ジオキソシクロヘキサン、バルビツール酸、１，２－ジアザ－３，３－
ジオキサンシクロペンタンまたは２，４－ジアゾ－１－アルコキシ－３，３－ジオキソシ
クロヘキサンの核を形成するに必要な原子団を表す。ｎが２のときは、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ6の
少なくとも１つがアルキレン基又はアリーレン基を表し、二量体を形成してもよい。
【０１９７】
　Ｒ1及びＲ2がそれぞれ表す炭素数１～２０のアルキル基は、置換されていてもよく、ま
た炭素鎖中に不飽和結合を有していてもよい。その具体例には、メチル基、エチル基、ブ
チル基、ｎ－ヘキシル基、シクロヘキシル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－オク
タデシル基、エイコシル基、メトキシエチル基、エトキシプロピル基、２－エチルヘキシ
ル基、ヒドロキシエチル基、クロロプロピル基、Ｎ，Ｎ－ジエチルプロピル基、シアノエ
チル基、フエネチル基、ペンチル基、ｐ－ｔ－ブチルフエネチル基、ｐ－ｔ－オクチルフ
ェノキシエチル基、３－（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフェノキシ）プロピル基、エト
キシカルボニルメチル基、２－（２－ヒドロキシエトキシ）エチル基、２－フリルエチル
基等が含まれる。また、Ｒ1及びＲ2がそれぞれ表す炭素数６～２０のアリール基は、置換
されていてもよく、その具体例には、トリル基、フェニル基、アニシル基、メシチル基、
クロロフェニル基、２，４－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフェニル基、ナフチル基等が含まれる
。但しＲ1とＲ2は同時に水素原子とはなり得ない。さらにＲ1とＲ2は結合して一体化して
もよく、その場合は環状アミノ基（例えば、ピペリジノ基、モルホリノ基、ピロリジノ基
、ピペラジノ基等）を形成するのに必要な原子団を表す。
【０１９８】
　Ｒ3はカルボキシル基、－ＣＯＯＲ5、－ＣＯＲ5、または－ＳＯ2Ｒ

5を表し、Ｒ4はカル
ボキシル基、－ＣＯＯＲ6、または－ＣＯＲ6を表す。Ｒ5とＲ6は各々アルキル基、アリー
ル基を表し、それぞれＲ1又はＲ2が表すアルキル基及びアリール基と同意義である。さら
にＲ5とＲ6は結合してもよく、一体化した場合は、１，３－ジオキソシクロヘキサン環（
例えば、ジメドン、１，３－ジオキソ－５，５－ジエチルシクロヘキサン等）、１，３－
ジアザ－２，４，６－トリオキソシクロヘキサン環（例えばバルビルール酸、１，３－ジ
メチルバルビツール酸、１－フェニルバルビツール酸、１－メチル－３－オクチルバルビ
ツール酸、１－エチル－オクチルオキシカルボニルエチルバルビツール酸等）、１，２－
ジアザ－３，５－ジオキソシクロペンタン環（例えば、１，２－ジアザ－１，２－ジメチ
ル３，５－ジオキソシクロペンタン、１，２－ジアザー１，２－ジフェニル－３，５－ジ
オキソシクロペンタノン等）、または２，４－ジアザ－１－アルコキシ－３，５－ジオキ
ソシクロヘキセン環（例えば、２，４－ジアザ－１－エトキシ－４－エチル－３，５－ジ
オキソシクロヘキセン、２，４－ジアザ－１－エトキシ－４－（３－（２，４－ジ－ｔｅ
ｒｔ－アミルフェノキシ）プロピル）－３，５ジオキソシクロヘキセン等）を形成する必
要な原子団を表す。
　ｎが２のときは、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ6の少なくとも１つがアルキレン基又はアリーレン基を



(67) JP 2009-48157 A 2009.3.5

10

表し、二量体を形成してもよい。
【０１９９】
　一般式（Ｘ）において特に好ましいのは、下記一般式（ＸＩ）で表される化合物である
。
【化５４】

【０２００】
　式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ4は前記一般式（Ｘ）中のそれぞれと同義である。Ｒ7は－ＣＯＯＲ
6、または－ＳＯ2Ｒ

6を表し、Ｒ６は前記一般式（Ｘ）中のそれと同義である。
【０２０１】
　以下に前記一般式（Ｘ）で表される化合物の具体例を列挙するが、これらに限定される
ものではない。
【０２０２】
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【化５５】

【０２０３】
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【０２０４】
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【０２０５】
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【化５８】

【０２０６】
　前記Ｒｔｈ発現剤として、前記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）又は（Ｘ）で表され
る化合物の一種を単独で用いてもよいし、２種類以上混合して用いることができる。また
、本発明においては、一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）で表されるＲｔｈ発現剤の併用
も好ましい。
【０２０７】
　前記第２の光学異方性層として使用されるフィルム(好ましくはセルロースアシレート
フィルム)は、紫外線吸収剤を含有していてもよい。紫外線吸収剤は、Ｒｔｈ発現剤とし
ても機能し得るし、及び／又は波長分散調製剤としても機能し得る。前記紫外線吸収剤と
しては、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、サリチ
ル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノアクリレート系化合物、ニッケ
ル錯塩系化合物等を挙げることができるが、着色の少ないベンゾトリアゾール系化合物が
好ましい。また、特開平１０－１８２６２１号公報、特開平８－３３７５７４号公報に記
載の紫外線吸収剤、特開平６－１４８４３０号公報記載の高分子紫外線吸収剤も好ましく
用いられる。前記第２の光学異方性層として用いるセルロースアシレートフィルムには、
紫外線吸収剤としては、偏光子や液晶の劣化防止の観点から、波長３７０ｎｍ以下の紫外
線の吸収能に優れており、且つ、液晶表示性の観点から、波長４００ｎｍ以上の可視光の
吸収が少ないものが好ましい。
【０２０８】
　本発明に有用なベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の具体例として、２－（２’－ヒド
ロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，
５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－
３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒ
ドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾー
ル、２－（２’－ヒドロキシ－３’－（３”，４”，５”，６”－テトラヒドロフタルイ
ミドメチル）－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２，２－メチレンビス（４
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－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イ
ル）フェノール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフ
ェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル
）－６－（直鎖及び側鎖ドデシル）－４－メチルフェノール、オクチル－３－〔３－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－（クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）
フェニル〕プロピオネートと２－エチルヘキシル－３－〔３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシ－５－（５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェニル〕プロピ
オネートの混合物等を挙げることができるが、これらに限定されない。また、市販品とし
て、チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）１０９、チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）１７１、チヌビン
（ＴＩＮＵＶＩＮ）３２６（何れもチバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製）を好ま
しく使用できる。
【０２０９】
［波長分散調整剤］
　また、第２の光学異方性層としての条件を満足するフィルム（好ましくはセルロースア
シレートフィルム）を作製するために、フィルム中に、波長分散調整剤を添加してもよい
。波長分散調製剤としては、上記前記紫外線吸収剤を利用することができる。
【０２１０】
［可塑剤］
　前記第１及び第２の光学異方性層として用いられるセルロースアシレートフィルム中に
は、トリフェニルホスフェート、ビフェニルホスフェート等の可塑剤を添加してもよい。
【０２１１】
［液晶組成物］
　前記第２の光学異方性層は、液晶組成物から形成された層であってもよいし、かかる層
とポリマーフィルムとの積層体であってもよい。前記液晶組成物は少なくとも１種の液晶
性化合物を含有する。該液晶性化合物は、分子構造が円盤状であるディスコティック液晶
から選択されるのが好ましい。該ディスコティック液晶の好ましい化合物例には、特開２
００１－２７７０６号公報に記載の化合物が含まれる。
【０２１２】
　前記液晶組成物は、硬化性の組成物であるのが好ましく、重合反応により硬化して層と
なるために、重合性成分を含有しているのが好ましい。液晶性化合物そのものが重合性で
あっても、別途重合性モノマーを添加してもよいが、液晶性化合物そのものが重合性であ
るのが好ましい。また、前記硬化性液晶組成物は、所望により、重合開始剤、配向制御剤
、界面活性剤等の種々の添加剤を含有していてもよい。
【０２１３】
　前記第２の光学異方性層は、硬化性液晶組成物を塗布液として調製し、ポリマーフィル
ム等からなる支持体の表面又は配向膜の表面に塗布し、液晶性化合物の分子、好ましくは
円盤状分子、を所望の配向状態にした後、光照射及び／又は加熱により、重合を開始させ
て、かかる配向状態に分子を固定して形成することができる。前記第２の光学異方性層に
要求される光学特性を満足するためには、円盤状分子をホメオトロピック配向状態、即ち
、その円盤面の光軸と層面とのなす角が直交する配向状態、に固定して、第２の光学異方
性層を形成するのが好ましい。
【０２１４】
　前記第２の光学異方性層を硬化性液晶組成物から形成する場合は、ポリマーフィルム等
の支持体上に形成するのが一般的である。支持体であるポリマーフィルムの複屈折性を積
極的に利用して、積層体として第２の光学異方性層に要求される光学特性を満足する態様
であっても、また支持体にはレターデーションがほぼ０のフィルム（例えば、特開２００
５－１３８３７５に記載のセルロースアシレートフィルム等）を用いて、前記硬化性液晶
組成物からなる層のみで、第２の光学異方性層に要求される光学特性を満足する態様であ
ってもよい。
【０２１５】
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［光学補償フィルム］
　また、本発明において、前記第１の光学異方性層及び第２の光学異方性層は、光学補償
フィルムとして、液晶表示装置に組み込まれていてもよい。前記第１の光学異方性層とし
て用いられる光学補償フィルムは、上記したセルロースアシレートフィルムであるのが好
ましく、Ｒｅ発現剤の少なくとも一種を含有するセルロースアシレートフィルムであるの
がより好ましい。また、前記第２の光学異方性層として用いられる光学補償フィルムは、
上記したセルロースアシレートフィルムであるのが好ましく、Ｒｔｈ発現剤の少なくとも
一種を含有するセルロースアシレートフィルムであるのがより好ましい。また、本発明に
用いられる光学補償フィルムは、膜厚が３０～２００μｍであるのが好ましい。
【０２１６】
　一般的に、大画面表示装置において、斜め方向のコントラストの低下及び色味付きが顕
著となるので、本発明の光学補償フィルムは、特に大画面液晶表示装置に用いるのに適し
ている。大画面用液晶表示装置用の光学補償フィルムとして用いる場合は、例えば、フィ
ルム幅を１４７０ｍｍ以上として成形するのが好ましい。また、前記光学補償フィルムは
、連続生産により、長尺状に作製され、ロール状に巻き上げられたフィルムを、液晶表示
装置にそのまま組み込むことが可能な大きさに切断されたフィルム片であってもよい。ロ
ール状に巻き上げられたフィルムは、その状態で保管・搬送等され、実際に液晶表示装置
に組み込む際や偏光子等と貼り合わされる際に、所望の大きさに切断されて用いられる。
また、同様に長尺状に作製されたポリビニルアルコールフィルム等からなる偏光子等と、
長尺状のまま貼り合わされた後に、実際に液晶表示装置に組み込む際に、所望の大きさに
切断されて用いられる。ロール状に巻き上げられた光学補償フィルムの一態様としては、
ロール長が２５００ｍ以上のロール状に巻き上げられた態様が挙げられる。
【０２１７】
［偏光板］
　また、本発明では、第１及び／又は第２の光学異方性層は、偏光子の保護フィルムであ
ってもよい。例えば、偏光子と、その片面に前記光学補償フィルムとを有する偏光板を、
前記光学補償フィルムを液晶セル側にして配置してもよい。該偏光板は、連続生産により
、長尺状に作製され、ロール状に巻き上げられた偏光板（例えば、ロール長２５００ｍ以
上や３９００ｍ以上の態様）を、液晶表示装置にそのまま組み込むことが可能な大きさに
切断されたフィルム片であってもよい。大画面液晶表示装置用とするためには、上記した
通り、偏光板の幅は１４７０ｍｍ以上とする。
【０２１８】
　図８（ａ）及び（ｂ）に、本発明に使用可能な偏光板の一態様の断面模式図をそれぞれ
示す。図８（ａ）に示す偏光板は、ヨウ素や二色性色素によって染色されたポリビニルア
ルコールフィルム等からなる偏光子１１と、その一方の面に、保護フィルムとして配置さ
れた光学補償フィルム１４と、その他方の面に、保護フィルム１６とを有する。光学補償
フィルム１４は、第１の光学異方性層に要求される光学特性を満足する。この偏光板を液
晶表示装置に組み込む際は、光学補償フィルム１４を、液晶セル側にして配置するのが好
ましい。
【０２１９】
　保護フィルム１６は、より外側に配置されるので、低透湿性の材料を用いるのが耐久性
の点で好ましい。具体的には、透湿度が３００ｇ／（ｍ2・ｄａｙ）以下のフィルムを用
いるのが好ましく、１００ｇ／（ｍ2・ｄａｙ）以下のフィルムを用いるのがより好まし
い。透湿度の下限値については特に制限されないが、一般的には、フィルムの透湿度は、
１０ｇ／（ｍ2・ｄａｙ）程度が下限である。かかる特性を示す保護フィルムとしては、
ノルボルネン系ポリマーフィルムが好ましく、市販品であるゼオノアフィルム等を用いる
ことができる。ここで、フィルム透湿度は４０℃６０％ＲＨで測定された値のことを示す
。詳細はＪＩＳ０２０８に記載されている。
【０２２０】
　なお、透湿度が低いフィルムが偏光子との接着性が低い等の理由により、図８（ｂ）に
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示す通り、偏光子１１と低透湿性のフィルム１６との間に、偏光子１１の保護フィルム１
６’を別途配置してもよい。保護フィルム１６’としては、セルロースアシレートフィル
ムが好ましい。
　なお、偏光子１１と光学補償フィルム１４との間にも、別途偏光子を保護する機能を有
する保護フィルムを配置してもよいが、かかる保護フィルムが光学補償能を低下させない
ように、レターデーションがほぼ０であるフィルム、例えば、特開２００５－１３８３７
５に記載のセルロースアシレートフィルム等、を用いるのが好ましい。
【０２２１】
［液晶表示装置］
　本発明は、ＶＡモード等の垂直配向モードの液晶表示装置に適用するのが好ましい。本
発明の液晶表示装置の一態様は、ＶＡモードの液晶表示装置であり、ＶＡモードの液晶セ
ルと、それを挟持する一対の偏光板とを有し、一方の偏光板として、第１の光学異方性層
に要求される光学特性を満足するフィルムを保護フィルムとして有する偏光板を備えた液
晶表示装置である。この偏光板（以下、「第１の偏光板」という）と組み合わせて用いる
偏光板（以下、「第２の偏光板」という）は、例えば、偏光子と、その一方の面に前記第
２の光学異方性層に要求される光学特性を満足するフィルムを保護フィルムとして有する
偏光板である。前記第１の光学異方性層は、第１の光学異方性層に要求される光学特性を
満足しているとともに、偏光子を保護する機能を有する層であるのが好ましく、かかる観
点から、前記第１の光学異方性層はセルロースアシレートフィルムからなるのが好ましく
、Ｒｅ発現剤を含有するセルロースアシレートフィルムからなるのがより好ましい。前記
第２の偏光板は、前記第２の光学異方性層を液晶セル側にして配置される。前記第２の光
学異方性層は、第２の光学異方性層に要求される光学特性を満足しているとともに、偏光
子を保護する機能を有する層であるのが好ましく、かかる観点から、前記第２の光学異方
性層はセルロースアシレートフィルムからなるのが好ましく、Ｒｔｈ発現剤を含有するセ
ルロースアシレートフィルムからなるのがより好ましい。前記第２の光学異方性層を硬化
性液晶組成物から形成してもよく、かかる場合は、セルロースアシレートフィルム等のポ
リマーフィルムを偏光子の保護フィルムとして配置し、該ポリマーフィルムを支持体とし
て、該支持体上に前記硬化性液晶組成物からなる第２の光学異方性層を形成してもよい。
【実施例】
【０２２２】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試
薬、物質量とその割合、操作等は本発明の趣旨から逸脱しない限り適宜変更することがで
きる。従って、本発明の範囲は以下の具体例に制限されるものではない。
・実施例１
［本発明の光学補償フィルム（第１光学異方性層用フィルム）１０１～１０５、及び１０
７～１１１の作製］
　表１中に記載の割合となるように、各成分を混合して、セルロースアシレート溶液をそ
れぞれ調製した。各セルロースアシレート溶液を、バンド流延機を用いて流延し、得られ
たウェブをバンドから剥離し、その後、表１に記載の条件でそれぞれ延伸した。延伸後、
乾燥して、表１中に記載の厚みのセルロースアシレートフィルム１０１～１０５及び１０
７～１１１を、それぞれ作製した。
【０２２３】
［比較例用光学補償フィルム（比較例用第１光学異方性層用フィルム）１０６の作製］
　市販されているノルボルネン系ポリマーフィルム“ＺＥＯＮＯＲ”（日本ゼオン製）を
、表１中に記載の条件で延伸して、ノルボルネン系フィルム１０６を作製した。
【０２２４】
　作製した各フィルムについて、上記方法により自動複屈折計ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（
王子計測器（株）製）を用いて波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６３０ｎｍにおいて３次元
複屈折測定を行い、面内のレターデーションＲｅおよび傾斜角を変えてＲｅを測定するこ
とで得られる膜厚方向のレターデーションＲｔｈを求めた。表２中に、各波長におけるＲ
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値を併せて示す。下記表２に示す通り、フィルム１０１～１０５、１０７～１１１はいず
れも第１光学異方性層に要求される光学的二軸性、並びにＲｅ及びＲｔｈが逆波長分散性
を示す光学補償フィルムであるが、フィルム１０６は、Ｒｅ及びＲｔｈが順波長分散性で
あるので、第１の光学異方性層に要求される特性を満足していない光学補償フィルムであ
ることが理解できる。
【０２２５】
【表１】

【０２２６】
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【表２】

【０２２８】
[フィルム物性の測定]
（ヘイズ）
　試料４０ｍｍ×８０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨでヘイズメーター（ＨＧＭ－２ＤＰ、
スガ試験機）でＪＩＳ　Ｋ－７１３６に従って測定した。
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（透過率）
　フィルム試料１３ｍｍ×４０ｍｍについて、２５℃，６０％ＲＨで分光光度計（Ｕ－３
２１０、（株）日立製作所）にて、波長３８０ｎｍおよび４３０ｎｍの透過率を測定した
。
（弾性率、破断点伸度）
　弾性率、破断点伸度、および破断強度は、フィルム試料１０ｍｍ×１５０ｍｍを、２５
℃６０％ＲＨで２時間以上調湿した後、引張り試験機（ストログラフ－Ｒ２（東洋精機製
））で、チャック間距離５０ｍｍ、温度２５℃、延伸速度１０ｍｍ／分で測定することに
より求めた。
（摩擦係数）
　ＪＩＳ－Ｋ－７１２５（１９８７）に準じ、フィルムの表裏面が接触するように切り出
し、２００ｇの重りを載せ、サンプル移動速度１００ｍｍ／分、接触面積８０ｍｍ×２０
０ｍｍの条件で重りを水平に引っ張り、重りが移動する前の最大荷重（Ｆｓ）および重り
が移動中の平均荷重（Ｆｄ）を測定し、下記式より静摩擦係数および動摩擦係数（μｍ）
を求めた。
静摩擦係数＝Ｆｓ（ｇｆ）／重りの重さ（ｇｆ）
動摩擦係数＝Ｆｄ（ｇｆ）／重りの重さ（ｇｆ）
【０２２９】
（カール）
　フィルムを幅手方向５０ｍｍ、長手方向２ｍｍに切断し、所定の湿度で２４時間調湿し
、曲率スケールを用いて該フィルムのカール値を測定した。カール値は１／Ｒで表した。
（フィルムの厚み方向における添加剤の濃度分布の測定）
　延伸前のフィルムのｘｚ平面と平行な断面について、製膜時の支持体側から空気界面側
にかけて５等分してそれぞれの箇所を飛行時間型二次イオン質量分析計（ＴＯＦ－ＳＩＭ
Ｓ）で測定した。セルロースアシレートの分解物由来の正イオンピークｍ／Ｚ＝１０９（
Ｃ6Ｈ5Ｏ2

+）と、添加剤の（分子＋Ｈ+)イオンのピークとの強度比を求めた。なお、測定
箇所は、製膜時の支持体側に近い側からＢ１、Ｂ２、ＣＴ、Ａ２、Ａ１とした。これらの
測定箇所は、フィルムの厚み方向において均等な間隔を有する。ＣＴの強度比に対する強
度比を下記表に示した。
【０２３０】
（ガラス転移温度）
　フィルム試料５ｍｍ×３０ｍｍを、２５℃６０％ＲＨで２時間以上調湿した後に動的粘
弾性測定装置（バイブロン：DVA-225（アイティー計測制御株式会社製））で、つかみ間
距離２０ｍｍ、昇温速度２℃／分、測定温度範囲３０℃～２００℃、周波数１Ｈｚで測定
した。縦軸に対数軸で貯蔵弾性率、横軸に線形軸で温度（℃）をとった時に、貯蔵弾性率
が固体領域からガラス転移領域へ移行する際に見受けられる貯蔵弾性率の急激な減少を固
体領域で直線１を引き、ガラス転移領域で直線２を引いた。
　この直線１と直線２の交点は、昇温時に貯蔵弾性率が急激に減少しフィルムが軟化し始
める温度すなわち、ガラス転移領域に移行し始める温度であり、これをガラス転移温度Ｔ
ｇ（動的粘弾性）とした。
【０２３１】
（熱膨張係数）
　フィルムの熱膨張係数はティー・エイ・インスツルメント社製ＴＭＡ２９４０、荷重０
．０４Ｎで３０℃より８０℃まで３℃/分の昇温させ、１℃あたりの寸度変化を測定した
。
（寸度変化）
　透明フィルム試料３０ｍｍ×１２０ｍｍを２枚用意し、２５℃６０％ＲＨで２４時間調
湿し、ピンゲージ（ミツトヨ（株）製　ＥＦ－ＰＨ）にて、両端に６ｍｍφの穴を１００
ｍｍの間隔で開け、パンチ間隔の原寸（Ｌ０）とする。１枚の試料をＥＳＰＥＣ製　temp
.  ＆　humid.　Chamber  ＰＲ－４５にて、６０℃９０％ＲＨ２４時間処理した後のパン
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チ間隔の寸法（Ｌ１）を測定し、もう１枚の試料をヤマト製　constant　temperature  o
ven  DN64にて、８０℃１０％ＲＨ２４時間処理した後のパンチ間隔の寸法（Ｌ２）を測
定した。なお、本発明における寸度変化率は、すべての間隔の測定において最小目盛り１
／１０００ｍｍまで測定した値とした。下記式によりそれぞれの条件における寸度変化率
を求めた。
　６０℃９０％ＲＨの寸法変化率＝｛（Ｌ０－Ｌ１）／Ｌ０｝×１００
　８０℃１０％ＲＨの寸法変化率＝｛（Ｌ０－Ｌ２）／Ｌ０｝×１００
【０２３２】
（膜厚変動）
　膜厚の最大高低差（Ｐ－Ｖ値）および膜厚のＲＭＳ値は、ＦＵＪＩＮＯＮ 縞解析装置
（ＦＸ－０３）により面積はφ＝６０ｍｍの範囲を測定して求めた。
（配向角度分布）
　フィルムの配向角分布は、OPTIPRO(ＸＹ走査ステージ、ハロゲンランプ光＋５５０ｎｍ
干渉フィルター)により測定した。この時測定面積は６０ｍｍ×６０ｍｍとし、口径３ｍ
ｍのビームを用いて４ｍｍ間隔で測定を行った。
（光弾性係数）
　フィルム試料１２ｍｍ×１２０ｍｍの長軸方向に対して引っ張り応力をかけ、その際の
レターデーションをエリプソメーター（Ｍ１５０、日本分光（株））で測定し、応力に対
するレターデーションの変化量から光弾性係数を算出した。
　式：光弾性係数＝レターデーション変化量／応力変化量。
【０２３３】
　作製したフィルム１０４、１０８及び１０９について、上記フィルム物性の測定結果を
、下記表３に示す。
【０２３４】
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【表３】

【０２３５】
［本発明の偏光板１０１～１０５、及び１０７～１１１の作製］
　上記で作製した各光学補償フィルム（第１光学異方性層用フィルム）の表面をアルカリ
鹸化処理した。１．５規定の水酸化ナトリウム水溶液に５５℃で２分間浸漬し、室温の水
洗浴槽中で洗浄し、３０℃で０．１規定の硫酸を用いて中和した。再度、室温の水洗浴槽
中で洗浄し、さらに１００℃の温風で乾燥した。続いて、厚さ８０μｍのロール状ポリビ
ニルアルコールフィルムをヨウ素水溶液中で連続して５倍に延伸し、乾燥して厚さ２０μ
ｍの偏光膜を得た。ポリビニルアルコール（クラレ製ＰＶＡ－１１７Ｈ）３％水溶液を接
着剤として、前記のアルカリ鹸化処理した各ポリマーフィルムと、同様のアルカリ鹸化処
理したフジタックＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム社製）を用意し、これらの鹸化した面が偏
光膜側となるようにして偏光膜を間に挟んで貼り合わせ、各光学補償フィルム（第１の光
学異方性層）とＴＤ８０ＵＬが偏光膜の保護フィルムとなっている偏光板１０１～１０５
、および１０７～１１１をそれぞれ得た。この際、各光学補償フィルムのＭＤ方向および
ＴＤ８０ＵＬの遅相軸が、偏光膜の吸収軸と平行になるように貼り付けた。
【０２３６】



(81) JP 2009-48157 A 2009.3.5

10

20

［比較例用偏光板１０６の作製］
　光学補償フィルム１０６の表面に１２Ｗ・分／ｍ2の条件で春日電機（株）製コロナ放
電して親水性を付与した。また、ポリエステル系ウレタン（三井武田ケミカル（株）製、
タケラックＸＷ－７４－Ｃ１５４）１０部およびイソシアネート系架橋剤（三井武田ケミ
カル（株）製、タケネートＷＤ－７２５）１部を、水に溶解し、固形分を２０％に調整し
た溶液を調製した。これを接着剤として用いた。
　上記で表面処理した光学補償フィルム１０６に上記接着剤溶液を塗布した後、鹸化処理
済みのフジタックＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム社製）とを偏光子を挟み込むように貼り合
わせ、４０℃のオーブンで７２時間乾燥キュアして、偏光板１０６を作製した。
【０２３７】
［第２の光学異方性層用フィルム２０１～２０５、および２１０～２１３の作製］
　下記表４中に記載の割合となるように、各成分を混合して、セルロースアシレート溶液
をそれぞれ調製した。各セルロースアシレート溶液を、バンド流延機を用いて流延し、得
られたウェブをバンドから剥離し、その後、それぞれ延伸した。なお、下記表中、ＴＤ方
向とは、搬送方向と直交する方向を意味する。延伸後、乾燥して、下記表中に記載の厚み
のセルロースアシレートフィルム２０１～２０５、および２１０を、それぞれ作製した。
【０２３８】
［第２の光学異方性層用フィルム２０６～２０８］
　また、市販のＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム社製）、ＴＦ８０ＵＬ（富士フイルム社製）
、及びＴＶＤ８０ＳＬＤ（富士フイルム社製）を、それぞれ第２の光学異方性層用ポリマ
ーフィルム２０６～２０８として用いた。
【０２３９】
　作製した各フィルムについて、上記方法により自動複屈折計ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（
王子計測器（株）製）を用いて波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６３０ｎｍにおいて３次元
複屈折測定を行い、面内のレターデーションＲｅおよび傾斜角を変えてＲｅを測定するこ
とで得られる膜厚方向のレターデーションＲｔｈを求めた。下記表５中に、各波長におけ
るＲｅ及びＲｔｈをそれぞれ示す。
【０２４０】
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【表４】

【０２４１】
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【化６０】

【０２４２】
［第２光学異方性層用フィルム２１４の作製］
＜セルロースアシレートフィルム（支持体１）の作製＞
（セルロースアシレート溶液Ａの調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成分を溶解し、セルロースアセ
テート溶液Ａを調製した。
セルロースアセテート溶液Ａの組成
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　アセチル置換度２．９４のセルロースアセテート　　　１００．０質量部
　メチレンクロライド（第一溶媒）　　　　　　　　　　４０２．０質量部
　メタノール（第二溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０２４３】
（マット剤溶液の調製）
　平均粒子サイズ１６ｎｍのシリカ粒子（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日本アエロジル（
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株）製）を２０質量部、メタノール８０質量部を３０分間よく攪拌混合してシリカ粒子分
散液とした。この分散液を下記の組成物とともに分散機に投入し、さらに３０分以上攪拌
して各成分を溶解し、マット剤溶液を調製した。
マット剤溶液組成
―――――――――――――――――――――――――――――――――
　平均粒子サイズ１６ｎｍのシリカ粒子分散液　　　　　１０．０質量部
　メチレンクロライド（第一溶媒）　　　　　　　　　　７６．３質量部
　メタノール（第二溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　３．４質量部
　セルロースアセテート溶液Ａ　　　　　　　　　　　　１０．３質量部
―――――――――――――――――――――――――――――――――
【０２４４】
（添加剤溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
添加剤溶液を調製した。
添加剤溶液組成
――――――――――――――――――――――――――――――
　下記のレターデーション低下剤　　　　　　４９．３質量部
　下記の波長分散調整剤　　　　　　　　　　　４．９質量部
　メチレンクロライド（第一溶媒）　　　　　５８．４質量部
　メタノール（第二溶媒）　　　　　　　　　　８．７質量部
　セルロースアセテート溶液Ｄ　　　　　　　１２．８質量部
――――――――――――――――――――――――――――――
【０２４５】
【化６１】

【０２４６】
【化６２】

【０２４７】
（セルロースアセテートフィルムの作製）
　上記セルロースアセテート溶液Ａを９４．６質量部、マット剤溶液を１．３質量部、添
加剤溶液４．１質量部それぞれを濾過後に混合し、バンド流延機を用いて流延した。上記
組成でレターデーション低下剤および波長分散調整剤のセルロースアセテートに対する質
量比はそれぞれ１２％、１．２％であった。残留溶剤量３０％でフィルムをバンドから剥
離し、１４０℃で４０分間乾燥させ、厚さ８０μｍの長尺状のセルロースアセテートフィ
ルム（支持体１）を製造した。得られたフィルムの面内レターデーション（Ｒｅ）は１ｎ
ｍ、厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）は３ｎｍであった。
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　また、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜は　４ｎｍであり、｜Ｒｔｈ（４００）－
Ｒｔｈ（７００）｜は１２ｎｍであった。
【０２４８】
（配向膜の形成）
　支持体１の表面をケン化後、そのケン化面に下記の組成の配向膜塗布液をワイヤーバー
コーターで２０ｍｌ／ｍ2塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１
２０秒乾燥し、膜を形成した。次に、形成した膜にフィルムの遅相軸方向と平行の方向に
ラビング処理を施して配向膜を形成した。
　配向膜塗布液の組成
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　１０質量部
　　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
　　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
　　グルタルアルデヒド　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
　　化合物Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量部
　―――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０２４９】
（光学異方性層の形成）
　次に、下記の組成の光学異方性層塗布液を、ワイヤーバーで硬化後の厚さ方向のＲｔｈ
が１００ｎｍとなるように塗布した。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
下記の円盤状液晶性化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８ｇ
エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリアクリレート
（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製）　　　０．０６ｇ
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　０．０２ｇ
含フッ素ポリマー（下記の化合物Ａ）　　　　　　　　　　　　　０．０１ｇ
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．９ｇ
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
これを金属の枠に貼り付けて、１２５℃の恒温槽中で３分間加熱し、円盤状液晶性化合物
を配向させた。次に、１２０Ｗ／ｃｍ高圧水銀灯を用いて、３０秒間ＵＶ照射し円盤状液
晶性化合物を架橋した。ＵＶ硬化時の温度を８０℃として、位相差膜を得た。光学異方性
層の厚さは、１．４μｍであった。その後、室温まで放冷した。このようにして、第２光
学異方性層用フィルム２１４を製作した。このフィルムの光学特性を下記表５に他のフィ
ルムの光学特性とともに示す。
【０２５０】
【化６３】

【０２５１】
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【化６４】

【０２５２】
【表５】

【０２５３】
［偏光板２０１～２０８、２１０～２１４の作製］
　上記で作製した各ポリマーフィルム（第２の光学異方性層用フィルム）の表面をアルカ
リ鹸化処理した。１．５規定の水酸化ナトリウム水溶液に５５℃で２分間浸漬し、室温の
水洗浴槽中で洗浄し、３０℃で０．１規定の硫酸を用いて中和した。再度、室温の水洗浴
槽中で洗浄し、さらに１００℃の温風で乾燥した。続いて、厚さ８０μｍのロール状ポリ
ビニルアルコールフィルムをヨウ素水溶液中で連続して５倍に延伸し、乾燥して厚さ２０
μｍの偏光膜を得た。ポリビニルアルコール（クラレ製ＰＶＡ－１１７Ｈ）３％水溶液を
接着剤として、前記のアルカリ鹸化処理した各ポリマーフィルムと、同様のアルカリ鹸化
処理したフジタックＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム社製）を用意し、これらの鹸化した面が
偏光膜側となるようにして偏光膜を間に挟んで貼り合わせ、各ポリマーフィルム（第２の
光学異方性層）とＴＤ８０ＵＬが偏光膜の保護フィルムとなっている偏光板２０１～２０
８、および２１０～２１４をそれぞれ得た。この際、各ポリマーフィルム及びＴＤ８０Ｕ
ＬのＭＤ方向が、偏光膜の吸収軸と平行になるように貼り付けた。
【０２５４】
［液晶表示装置００１～０２２の作製］
　ＶＡモードの液晶ＴＶ（ＬＣ３７－ＧＥ２、シャープ（株）製）の表裏の偏光板および
位相差板を剥して、液晶セルとして用いた。図１の構成で、外側保護フィルム（不図示）
、偏光子１１及び第１の光学異方性層１４として偏光板１０１～１１１のいずれかを、液
晶セル１３として上記のＶＡ液晶セルを、外側保護フィルム（不図示）、偏光子１２及び
第２の光学異方性層１５として偏光板２０１～２０８及び２１０～２１４のいずれかを用
い、下記表６に示す組み合わせで、粘着剤を用いて貼り合わせ、各液晶表示装置を作製し
た。この際、偏光板１０１～１１１については、光学補償フィルム１０１～１１１が液晶
セル１３側になるように、かつ、偏光板２０１～２０８、及び２１０～２１４については
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せた。
　なお、各光学補償フィルム１０１～１１１の遅相軸は、偏光板１０１の吸収軸と直交す
るように貼り合わせた。
【０２５５】
［液晶表示装置００１～０２２の評価］
（パネルの色味視野角評価）
　上記作製したＶＡモードの液晶表示装置００１～０２２について、図１中の偏光子１１
側（即ち、偏光板１０１～１０９側）にバックライトを設置し、各々について測定機（Ｅ
Ｚ－Ｃｏｎｔｒａｓｔ　ＸＬ８８、ＥＬＤＩＭ社製）を用いて、暗室内で黒表示および白
表示の輝度および色度を測定し、黒表示におけるカラーシフトおよびコントラスト比を算
出した。
（極角方向の黒カラーシフト）
　黒表示において、液晶セルの法線方向から一対の偏光板の透過軸の中心線方向（方位角
４５度）に視角を倒した場合の色度の変化Δｘθ、Δｙθは、極角０～８０度の間で、常
に下記数式（ＩＩ）および（ＩＩＩ）を満たすことが好ましい。
　数式（ＩＩ）：　０≦Δｘθ≦０．１
　数式（ＩＩＩ）：　０≦Δｙθ≦０．１
［式中、Δｘθ＝ｘθ－ｘθ0、Δｙθ＝ｙθ－ｙθ0であり、（ｘθ0、ｙθ0）は黒表示
における液晶セル法線方向で測定した色度、（ｘθ、ｙθ）は黒表示における液晶セル法
線方向から一対の偏光板の透過軸の中心線方向に極角θ度まで視角を倒した方向で測定し
た色度］
（方位角方向の黒カラーシフト）
　また、液晶セルの法線方向から視認側偏光板の吸収軸方向に６０度まで視角を倒し、さ
らに前記方向を基点とし該法線を中心として３６０度回転させて色度を測定した場合にお
ける色度変化Δｘφ、が、Δｙφは方位角０から３６０度の間で常に下記数式（IV）およ
び（V）を満たすことが好ましい。
　数式（IV）：　－０．０２≦Δｘφ≦０．１
　数式（V）：　－０．０２≦Δｙφ≦０．１
［式中、Δｘφ＝ｘφ－ｘφ0、Δｙφ＝ｙφ－ｙφ0であり、（ｘφ0、ｙφ0）は黒表示
における液晶セルの法線方向から視認側偏光板の吸収軸方向に６０度まで視角を倒して測
定した色度、（ｘφ、ｙφ）は黒表示における液晶セルの法線方向から視認側偏光板の吸
収軸方向に６０度まで視角を倒し、該法線方向を中心として方位角φの方向から測定した
色度］
【０２５６】
（視野角の評価）
　方位角４５度・極角６０度におけるコントラスト比（ＣＲ＠φ＝４５／Θ＝６０）が大
きいほど視野角が広いことを意味する。
　結果を下記表６に示す。
【０２５７】
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【表６】

【０２５８】
　なお、ニュートラルグレー（ｘ＝０．３０、ｙ＝０．３０）に近い色度座標上において
は、Δｘ＜０．０１、Δｙ＜０．０１の範囲の色差は人間の目では識別できないことが知
られている（マクアダムの楕円、参考文献：「色彩光学」大田　登　著　ｐｐ．１１８　
図５（４．１）。
【０２５９】
　上記表に示した結果から、本発明の実施例である液晶表示装置Ｎｏ．００１～０１１、
並びに０１３～０２２は、比較例用の液晶表示装置Ｎｏ．０１２（第１の光学異方性層フ
ィルムとして、Ｒｅ及びＲｔｈが順波長分散性のセルロースアシレートフィルム（Ｎｏ．
１０６）を用いた液晶表示装置）と比較して、いずれも、斜め方向におけるコントラスト
が格段に高く、且つ斜め方向から観察した場合に生じる画像の色味つきが軽減されていた
。
　特に、液晶表示装置Ｎｏ．００１～０１０、０１４及び０１６～０２２は、第１の光学
異方性層が、上記式（１）～（３）の全てを満足するセルロースアシレートフィルム（Ｎ
ｏ．１０１～１０５、及び１０８～１１１）をそれぞれ用いているので、コントラストが
特に高く、また斜め方向から観察した場合に生じる画像の色味つきが格段に軽減されてい
ることが理解できる。
　また、フィルムＮｏ．１０４及び１０８をそれぞれ有する液晶表示装置Ｎｏ．００６及
び０１４は、フィルムＮｏ．１０９を有する液晶表示装置Ｎｏ．０１５と比較して、正面
コントラストが高く、且つ斜め方向における色味付きも低く、より優れていた。これは、
表３に示したとおり、フィルムＮｏ．１０４及び１０８は、ヘイズ値等の種々のフィルム
物性が好ましい範囲に調整されているので、より表示特性の改善に寄与したものと考えら
れる。
【０２６０】
・実施例２
［液晶表示装置５１～６７の作製］
　さらに、実施例１と同様な方法で、ポリマー種、レターデーション発現剤の添加量、延
伸温度、延伸倍率等をかえて、種々の第１光学異方性層用フィルム及び第２光学異方性層
用フィルムをそれぞれ作製し、それぞれを偏光膜に貼り付けて偏光板を作製し、下記表７
に示す本発明のＶＡモードの液晶表示装置５１～６７を同様に作製した。
【０２６１】
［液晶表示装置５１～６７の官能評価］
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　作製した液晶表示装置５１～６７について以下の官能評価を行って、以下の基準で評価
した。
　暗室内で黒表示時の斜め方向での光漏れ、カラーシフトの官能評価を行なった。
（光漏れの評価基準）
◎：全ての極角方向、方位角方向で光漏れがほとんど観察されない。
○：極角が６０度より大きい領域で、やや光漏れが観察される。
△：極角が６０度より小さい領域でも、やや光漏れが観察される。
（カラーシフトの評価基準）
◎：全ての極角方向、方位角方向で色味付きがほとんど観察されない。
○：極角６０度方向で、液晶セルの法線を中心として３６０度回転させた時、やや色味付
きが観察される。
△：極角６０度方向で、液晶セルの法線を中心として３６０度回転させた時、色味付　き
が観察される。
【０２６２】
［液晶表示装置５１～６７の詳細な評価結果］
　液晶表示装置５７：極角６０度、方位角４５度での光漏れと色味付きは少ないが、浅い
観察方位角、深い観察方位角方向での光漏れと色味付きが観察された。
　液液晶表示装置５８：極角６０度、深い観察方位角方向で赤味が観察された。
　液液晶表示装置５９：青味が観察された
　液液晶表示装置６０：赤味が観察された
　液液晶表示装置６３～６７：液晶表示装置５１～６２と比較して、光漏れ量が多い。
【０２６３】
　液晶表示装置５１～６７に用いた第１及び第２光学異方性層の光学特性、その評価結果
を下記表に示す。また、液晶表示装置５１～６７に用いた第１の光学異方性層のＲｅ及び
Ｒｔｈをプロットし、それを、式（１）-2.5×Re(550)+300 <Rth(550) <-2.5×Re(550)+5
00の範囲、及びＮｚ値が１．１～５．０の範囲とともに示したグラフを図９に；式（２）
-2.5×Re(450)+250 <Rth(450) <-2.5×Re(450)+450の範囲及び及びＮｚ値が１．１～５．
０の範囲とともに示したグラフを図１０に；並びに式（３）-2.5×Re(630)+350 <Rth(630
) <-2.5×Re(630)+550の範囲及びＮｚ値が１．１～５．０の範囲とともに示したグラフを
図１１に；それぞれ示した。なお、各フィルムの光学特性を示すプロットの表示について
は、下記の表の最下欄に示した。
【０２６４】
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【表７】

【０２６５】
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　上記表７に示した評価結果、及び図９～１１のグラフに示した、第１の光学異方性層の
光学特性のプロットから、本発明の実施例のＶＡモード液晶表示装置の中でも、第１の光
学異方性層が式（１）～（３）を満足し、且つＮｚ値が１．１～５を満足していると、特
に光漏れが少なく、且つカラーシフトが少なくなることが理解できる。
【図面の簡単な説明】
【０２６６】
【図１】本発明の液晶表示装置の一例の概略断面図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球上で説明するために
用いた図である。
【図３】本発明の液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球上で説明するために
用いた図である。
【図４】本発明の液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球上で説明するために
用いた図である。
【図５】図２に示す偏光状態の変換を可能とする光学異方性層のＲｅ－Ｒｔｈの相関関係
をシミュレーションにより求めた結果を示すグラフである。
【図６】図５中に、Ｎｚ＝１．１、Ｎｚ＝１．３、Ｎｚ＝４．７、及びＮｚ＝５を追加し
たグラフである。
【図７】第１の光学異方性層のＮｚ値の増減と第２の光学異方性層のＲｔｈの増減との関
係を説明するために用いた模式図である。
【図８】本発明に使用可能な偏光板の例の断面模式図である。
【図９】実施例２で用いた種々の第１の光学異方性層のＲｅ及びＲｔｈのプロットを、式
（１）の範囲、及びＮｚ値が１．１～５．０の範囲とともに示したグラフである。
【図１０】実施例２で用いた種々の第１の光学異方性層のＲｅ及びＲｔｈのプロットを、
式（２）の範囲、及びＮｚ値が１．１～５．０の範囲とともに示したグラフである。
【図１１】実施例２で用いた種々の第１の光学異方性層のＲｅ及びＲｔｈのプロットを、
式（３）の範囲、及びＮｚ値が１．１～５．０の範囲とともに示したグラフである。
【図１２】一般的なＶＡモードの液晶表示装置の一例の概略模式図である。
【図１３】一般的なＶＡモードの液晶表示装置の一例の概略模式図である。
【図１４】従来のＶＡモードの液晶表示装置の一例の概略模式図である。
【図１５】従来のＶＡモードの液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球上で説
明するために用いた図である。
【符号の説明】
【０２６７】
１１、５１　偏光子
１２、５２　偏光子
１３、５３　液晶セル
１４、２４　　　　第１の光学異方性層
１５、２５　　　　第２の光学異方性層
１６、１６’　　　外側保護フィルム
５４　　　　光学補償フィルム（Ａプレート）
５５　　　　光学補償フィルム（Ｃプレート）
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